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20年度科研費応募 今後のスケジュール

9月 25日 (火) 応 募書類提出依頼通知の送付

10月  4日 (木) 応 募者及び事務担当者向け説明会

場所 :南大沢キャンパス 12号 館 201教 室
時 間 :16時 00分 ～ 17時 30分 (予 定 )
対象者 :。 応募を予定している研究代表者のうち希望者

・科研費事務担当者
内 容 :(1)科 研費の不正使用の防止

(2)研 究計画調書作成上のポイント
・人文科学研究科   出 下 利 之 教 授
・都市環境科学研究科 金 村 聖 志 教 授

(3)応 募書類作成上の注意点
応募日程等

10月 12日 (金) 研 究者名簿学内最終締め切り

10月   日 ( )  学 部締め切り (必要に応じて設定)

10月 26日 (金)  学 内締め切り

10月 29日 (月)～ 11月 9日 (金)応 募書類の集中点検
書類の「却下」及び修正 ・再提出

11月 12日 (月)～ 15日 (木) 文 部科学省 ・日本学術振興会 受 付期間
応募書類の取りまとめ及び提出



科学研究費補助金の不正使用等の防止

最近の科学研究費補助金の不正使用 '不正受給の事例

正使用の態様

'預け金………架空の取引により研究機関に代金を支払わせ、業者に預け金として
管理させること

ロカラ出張……意図して実態の伴わない出張旅費を研究機関に支払わせること。
'カラ謝金……意図して実態の伴わない作業謝金を研究機関に支払わせること。

正使用 B不正受給の事

O 平 成 15～ 1'8年度に交付された科学研究費補助金において、自由に使用で
きる研究費を確保するために、無償貸与の機器を有料で借 りたように書類を偽
造し、業者に使用料を請求させたり、実態の伴わない謝金を請求し、謝金を回
収し研究室に還流させていたが、一部には私的流用もあった。

O 平 成 15～ 17年 度に交付された科学研究費補助金において、年度当初の研
究費の確保等のために、同じ出張の旅費や郵送費を、科学研究費補助金と他の
経費とで重複 して請求したり、資料 "書籍などの領収書の金額を改ざんし、補
助金を不正に受領し、研究費として使用していた。二部には目的外使用や私的
流用もあった。

O 平 成 15年 度～平成 16年 度の科学研究費補助金について、留学生の学費や
生活費等を支援するために、実態の伴わないアルバイ ト費を請求していた。

O 平 成 8年 度から平成 15年 度にかけて、応募 コ受給資格がない研究者が科学
研究費補助金の応募 口交付申請を行い、不正に補助金を受給していた。

2 科 学研究費補助金の不正使用防止のための各研究機関の義務

O研 究機関による補助金の管理

研究機関による科研費の管理は、研究者 。研究機関の双方の義務とされています。
各研究機関においては、雇用契約、就業規則、個別契約等において、このことを定め
なければなりません。
また、補助事業に係る物品費の支出 (購入物品の納品検査)に ついては、納品検査
を確実に実施する事務処理体制を整備してください。万一、補助金の不適正な執行の
疑いが生じた際、適切な納品検査が行われていないために、購入手続きに関する公正
性を明らかにすることができない場合は、研究機関が当該補助金に相当する額を文部
科学省又は日本学術振興会に返還することを求めます。

ヽ

ジ
ヤｔ



O研 修会 ・説明会の開催

各研究機関は、補助金の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象と
して、研修会 コ説明会を積極的 8定期的に実施すること。

〔参照〕

研究機関向け 「文科省使用ルールJ
【研修会 ・説明会の開催】
4-5補 助金の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象として、研修会 ・説明会を積極的 ・

定期的に実施すること。

O内 部監査の実施

各研究機関は、無作為に抽出した補助事業について、毎年内部監査を実施すること。
(内部監査に代えて外部監査により監査を実施することもできます。)

に参照〕

研究機関向け 「文科省使用ルール」     ・

【無作為抽出により内部監査の実施】

4-6毎 年無作為に抽出した補助事業 (全体の概ね lo%以 上が望ましい)に ついて、監査を実施しに1)、

各年度の応募の際に、その実施状況及び結果について文部科学省に報告すること。は2)

なお、上記により実施する監査の一部 (監査を実施する補助事業の概ね 10%以 上が望ましい)に つ

いては、書類上の調査に止まらず、実際の補助金使用状況や納品の状況等の事実関係の厳密な確認など

を含めた徹底的なものとすること。

(注1)通 常監査の対象…・ 内部監査を実施する年度の前年度に補助金の交付を受
けていた補助事業 (前年度に補助金の交付を受けていな
い場合は、内部監査を実施する年度の補助事業)で 無作
為に抽出したもの

(注2)「 研究機関の公的研究費の管理 口監査のガイ ドライン (実施基準)に 基づく
体制整備等の実施状況報告書」の提出が応募の要件となっているため、平成
20年 度に科学研究費補助金に応募する研究機関又は平成 20年 度に科学研
究費補助金の継続課題がある研究機関は必ず提出してください。当該報告書
の提出がない場合には応募は認められません。なお、当該報告書の様式等に
ついては、文部科学省科学技術 日学術政策局調査調整課より別途通知されま

す。(様式T-3「 内部監査等の実施状況報告書の提出書」、T-4「 科学研
究費補助金事務担当者名簿」、様式 T-5「 検収 (納品検査)の 実施体制に
関する整備状況報告書」は廃止しました。」)

(工〕



O不適正な管理 '監査に対する間接経費の返還等

文部科学省 ,日本学術振興会からの機関の経費管理等についての改善の指導に対
し、改善が図られない状態が継続する場合、あるいは、そのような状況下で悪質な補
助金の不正使用等が発生した場合には、間接経費の減額などの措置がとられる場合が

あります。

〔参照〕

研究機関向け 「文科省使用ルール」

【不適正な管理 ・監査に対する間接経費の返還等】

4-9 補助金の不正使用に対し、文部科学省が、機関の経費管理 ・監査の実施体制 ,実施状況等が不適正と

判断した場合は、その指示に従つて、間接経費の返還等を行うこと。

O不 正な使用等に係る調査の実施

補助金の不正な使用が明らかになった場合 (不正な使用が行われた疑いがある場合
を含む)に は、速やかに調査を実施し、その結果を文部科学省 。日本学術振興会に報
告すること。

〔参照〕

研究機関向け 「文科省使用ルール」

【不正な使用に係る調査の実施】

4-7補 助金の不正な使用が明らかになった場合 (不正な使用が行われた疑いのある場合を含む)に は、速

やかに調査を実施し、その結果を文部科学省に報告すること。

【研究活動の不正行為に係る調査の実施】

5-2 補助金による研究活動に関わる不正行為が明らかになった場合 (不正行為が行われた疑いのある場合

を含む)に は、速やかに調査を実施し、その結果を文部科学省に報告すること。
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不正な使用等を行つた研究者本人は、

3 科 研費の不正使用等に伴う科研費交付対象からの除外について

科研費の不正な使用等が行われた研究の遂行に研究代表者 ・研究分担者等として加

わつた者が行う研究は、一定期間、科研費交付対象から除外されます。

①-1 他 用途使用を行つていない場合は、
"返還命令が行われた年度の翌年度から2年間、
口新規課題であると継続課題であるとを問わず、
。研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

交付決定権者の承認を得ずに、研究代表者を交替した場合…… 2年

①-2 他 用途使用を行つていた場合は、
B返還命令が行われた年度の翌年度から程度に応じて2～ 5年 間 (具体的
に何年にするかは別表の基準に基づき交付決定権者が決める)、
口新規課題であると継続課題であるとを問わず、
D研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

(例1) 契 約を偽装して研究機関の事務局の経理管理担当者をだまして科研
費を支出させ、プールした場合 (いわゆる 「預け金」など)…・…4年

(例2) 科 研費を遊興費に使用した場合……5年

※ 他 府省を含め科研費以外の研究費で不正な使用等を行つたことにより、一定
期間、当該研究費の交付対象から除外される研究者についても、平成 18年 4

月以降t上 記のとおり取扱っている (4「 科研費以外の研究費において交付対
象除外措置を受けた研究者の科研費交付対象からの除外について」参照)。

〔参照〕
(不正使用の場合に科学研究費補助金を交付しない期間)

科学研究費補助金の他の用途への使用の内容等 交付 しない期間

1 補 助事業に関連する科学研究の遂行に使用した場合 2年

2 1を 除く、科学研究に関連する用途に使用した場合 3年

3 科 学研究に関連しない用途に使用した場合 4年

4 虚 偽の請求に基づく行為により現金を支出した場合 4年

5 1か ら4に かかわらず、個人の経済的利益を得るために使
用した場合

5年

(年)



不正な使用等を行つた研究者の共同研究者は、

不正な使用等を行つた研究者本人が他用途使用を行つたか否かに関わらず、
・返還命令が行われた年度の翌 1年度の間、
。新規課題についてのみ
。研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

(例1)研 究代表者が科研費の不正な使用等をしたが、自らは不正な使用等
をしていない研究分担者

(例2)研 究分担者が科研費の不正な使用等をしたが、自らは不正な使用等
をしていない研究代表者

※ こ こでいう 「共同研究者」とは 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律」(日召和 30年 法律第 179号 )に 規定された補助事業者である研究代
表者及び研究分担者であつて、補助事業者に該当しない連携研究者及び研究協
力者は含まれない。

(例)他 用途使用を行つた研究代表者 と、他用途使用について共謀を行つた
が、自らは他用途使用を行つていない研究者

※  「 共謀を行つた研究者」は、研究代表者、研究分担者に限定 されない。

返還命令が行われた年度の翌年度以降 5年 間、
新規課題であると継続課題であるとを問わず、
研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

(例.)補 助金受給資格がないにもかかわらず、事実と異なる肩書きや他人の
氏名を用いて応募し、科研費を不正に受給した場合

※ 偽 りその他不正の手段により交付を受けることを共謀した研究者もこれに含
まれる。

※ 他 府省を含め科研費以外の研究費で不正な使用等を行つたことにより、一定
期間、当該研究費の交付対象から除外される研究者についても、平成18年 4

(S)

他用途使用について共謀を行つた研究者は、

・他用途使用を行つた研究者本人が受けた処分と同一の期間、
'新規課題であると継続課題であるとを問わず、
D研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

偽 りその他不正の手段により交付を受けた研究者等は、



⑤ 不正行為 (握造、改ざん、盗用)に関与した者 (共著者及び著者ではないが
当該不正行為に関与 した者と認定された者を含む。)は 、

・認定された年度の翌年度から、不正行為の関与の度合いや学術的 口社会
的影響度、行為の悪質度に応じて 2～ 10年 間 (具体的に何年にするか

は、研究機関からの認定報告を受け、文部科学省又は日本学術振興会が

決定する)、           ・
口新規課題であると継続課題であるとを問わず、
B研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

月以降、上記のとおり取扱っている (4「科研費以外の研究費において交付対
象除外措置を受けた研究者の科研費交付対象からの除外について」参照)

(例)  研 究の当初から不正行為を行うことを意図していた場合など、特に悪質
な場合…… 10年

認定された年度の翌年度から、当該不正行為の学術的 "社会的影響度行
為の悪質度に応じて 1～ 3年 間 ((具体的に何年にするかは、研究機関
からの認定報告を受け、文部科学省又は日本学術振興会が決定する)、
新規課題であると継続課題であるとを問わず、
研究代表者にも研究分担者にもなることができない。

(例 1)

(例2)

当該不正行為が、当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が大き
い、若 しくは行為の悪質度が高いと判断される場合…… 2～ 3年

当該不正行為が、当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が小さ
い、若 しくは行為の悪質度が小さいと判断される場合…… 1～ 2年

(じ〕

⑥ 不正行為には関与していないが、不正行為のあつた研究に係る論文等の責任
を負 う著者 (監修責任者、代表執筆者またはこれ らの者 と同等の責任を負うと

認定された者)は 、



不正行為への関与に係る分類
学術的 ,社会的影響度
行為の悪貿度

除外期間

不正行為に関与

した者

ア) 研究の当初から不正行為を行うことを意図していた場合など、特に悪質

な者

1 0年

イ)不 正行為のあつた研究に係る論

文等の責任を負う著者 (監修責任

者、代表執筆者またはこれらの者

と同等の責任を負うと認定された

者)

当該分野の学術の進展への影響や社会

的影響が大きい、若しくは行為の悪質度が

高いと判断されるもの

5～ 7年

当該分野の学術の進展への影響や社会

的影響も若しくは行為の悪質度が小さいと

判断されるもの

3～ 5年

ウ) ア )及 びイ)を 除く不正行為

に関与した者

2～ 3年

不正行為に関与していないものの、不正行為のあつた

研究に係る論文等の責任を負う著者 (監修責任者、代表

執筆者またはこれらの者と同等の責任を負うと認定され

た者)

当骸分野の学術の進展への影響や社会

的影響が大きい、若しくは行為の悪質度が

高いと判断されるもの

2～ 3年

当該分野の学術の進展への影響や社会

的影響、若しくは不正行為の悪質度が小さ

いと判断されるもの

1～ 2年

〔参照〕
「研究活動の不正行為への対応に関する科学研究費補助金における運用方針」別表

平成19年4月1日科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査部会決定―

※ 他 府省を含め科研費以外の研究費で不正行為等を行つたことにより、一定期
間、当該研究費の交付対象から除外される研究者についても、平成 18年 4月

以降、上記のとおり取扱つている (4「 科研費以外の研究費において交付対象
除外措置を受けた研究者の科研費交付対象からの除外について」参照)

C17)



4 科 研費以外の競争的研究資金において交付対象除外措置を受けた研究者
の科研費交付対象からの除外について

科研費以外の競争的研究資金制度の研究費において不正な使用等を行い、一定期間
当該研究費の交付対象から除外される研究者についても、「競争的研究資金の不合理
な重複及び過度の集中の排除等に関する指針※」に従い、それと同じ期間、科研費の
交付対象から除外されます。′

※ 平 成 17年 9月 9日 競 争的研究資金に関する関係府省連絡会の申し合わせ

〔参考〕競争的研究資金制度

1)科 学研究費補助金
2)戦 略的創造研究推進事業
3)科 学技術振興調整費
4)先 端計測分析技術 ,機器開発事業
5)革 新技術開発研究事業
(6)独 創的シーズ展開事業
(7)21世 紀COEプ ログラム
(8)地 球観測システム構築推進プラン

(9)原 子カシステム研究開発事業
(10)重点地域研究開発推進プログラム

(11)地域結集型研究開発プログラム等
(12)キーテクノロジー研究開発の推進
(13)産学共同シーズイノベーション化事業
(14)世界 トップレベル国際研究拠点形成促進プログラム
(15)ゲ ローバルCOEプ ログラム

(16)食品健康影響評価技術研究
(17)戦略的情報通信研究開発推進制度
(18)新たな通信 ・放送事業分野開拓のための先進的技術開発支援
(19)民間基盤技術研究促進制度
(20)消防防災科学技術研究開発制度
(21)厚生労働科学研究費補助金
(22)保健医療分野における基礎研究推進事業
(23)新技術 。新分野創出のための基礎研究推進事業
(24)生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業
(25)先端技術を活用した農林水産研究高度化事業
(26)産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業
(27)産業技術研究助成事業
(28)石油,天然ガス開発利用促進型事業
(29)地域新生コンソーシアム研究開発事業
(30)革新的実用原子力技術開発費補助金
(31)運輸分野における基礎的研究推進制度
(32)建設技術研究開発助成制度                    ・
(33)環境技術開発等推進費
(34)廃棄物処理等科学研究費補助金
(35)地球環境研究総合推進費
(36)地球温暖化対策技術開発事業

(平成 19年 4月 現在)

(承)



I 平 成20年 度応募の主な変更点

1,全 研究種目共通の主な変更点

(1)「 系 ・分野・分科 ・細目表」の改正
「系・分野・分科・細目表」が改正されました。 (現行278細 目から284細 目に充実)

(2)研 究種目についての見直し

○新規募集の停止
・「特定領域研究」新規の研究領域
・「学術創成研究費」
・「研究成果公開発表 (A):シ ンポジウムの開催」

新規募集を停止

① 「基盤研究 (S)」 における応募総額引き上げ
・5,000万円以上1億 円程度まで→5,000万円以上2億 円程度まで

○ 「基盤研究 (A・B・C)」 の研究期間の延伸
。2～ 4年 間→3～ 5年間

○ 「若手研究 (S)」 ヤこおける応募総額の目安を明記
・1億 円程度まで→概ね3,000万円以上 1億円程度まで

(3)研 究分担者の在り方の見直し

○ 「研究分担者」の定義を明確化
・研究代表者と協力しつつ、研究遂行責任を分担して研究活動を行う者。
・分担金の配分を受ける。 (ただし、研究代表者と研究分担者が同一研究機関に所属する

場合には、分担金の配分は生じない)
。研究代表者や他の研究分担者が、不正な使用等を行つた場合は、応募資格の停止の対象

となる。

①新たに 「連携研究者」を位置づけ
・研究代表者及び研究分担者の責任の下、研究組織の一員として研究計画に参画する者 (応

募資格を有する者でなければならない)。
・分担金の配分は受けられない。
・研究代表者への交替は認められない。
・研究代表者や研究分担者が、不正な使用等を行つた場合であつても、応募資格の停止の

対象とならない。

生 巳本学術振興会電子申請システムを利用した応募における変更点

(1)応 募受付の電子化の推進

平成 20年 度応募分より、 「特別推進研究J、 「基盤研究 (S・ A・ B)」 及び 「若手研

究 (S)」 に加えて 「特定領域研究 (継続の研究領域)」 及び 「萌芽研究」についても完

(′ じ
)



電子申請システム http://― ‐shttSei.jsps.go.jP/

全電子申請となり、紙媒体での提出が不要になりました。

なお、「基盤研究C」及び「若手研究 (A・ B)」 については、昨年同様 「電子申請システ

ム」を利用して、応募書類の一部 (応募情報)を 作成 ・提出する。

研究者ごとに指定されたIDとパスワー ドを使用して、必要書類を作成すること。

(2)研 究分担者の在 り方の見直しに伴 う入力方法の見直し

研究組織入力項目に 「連携研究者」を入力することが追加された。入力する際、区分欄

において 「連携研究者」を選択する。なお、 「平成 20年 度研究経費」、 「エフオ~卜 」

欄には入力できない。

また、異なる研究機関に所属する者を研究分担者とする場合、 「分担金の有無」欄には

必ず 「有」を選択するとともに、 「平成 20年 度研究経費」欄には配分額を入力する。

なお、研究代表者と同一研究機関に所属する研究分担者の場合には 「平成 20年 度

研究経費」欄に 「0」 を入力する。

(3)研 究代表者の連絡先を登録
「基盤研究 (S)」 及び 「若手研究 (S)」 の研究代表者の連絡先を登録することが追加

さた (他の研究種 目については連絡先の登録はない)。

(4)応 募情報の出力内容変更
「基盤研究 (C)」 及び 「若手研究 (A・B)」 の研究計画調書の前半部分 (応募情報)

について、応募者が作成中の場合 (「確認完了 ・提出処理」を行 うまで)に は、 「提出確

認用」のすかし文字が出力されるように変更された。

(5),「 特別推進研究」及び 「特定領域研究 (継続領域)」 に係る 「継続課題情報取得」ボタ

ンの追力口

継続応募の場合、 「継続課題情報取得」ボタンを押すことにより、 「研究課題名」欄に

継続研究課題に係る研究課題名が表示されるとともに、 「研究経費」欄に内約額が表示さ

れるようになった。

3.公 募要領における変更点

(1)「 基盤研究 (C)」 における審査を希望する分割体系 (分割番号)の 変更
「系・分野・分科・細目表」の改正に伴い、キーワードにより審査を分割する細目を増
やすとともに、従来2分割していた分割体系 (分割番号)に ついても最大5分割まで行う
こととなった。

(2)「 基盤研究 (S)」における審査方法の変更
ヒアリング審査を行う予定。

Ctlう



4.研 究計画調書における変更点

研究計画調書への記入内容 ・方法 ・記入欄が大幅に変更されました。

(必ず、20年 度用の様式を下記よリダウンロー ドして作成してください。)

※文部科学省公募関係ページ
httpブ/www.mext.gottp/叩enu/shinkou/httyo/07082302.htm
※日本学術振興会 (JsPs)公募関係ページ
ht,pノ/鴻門Vjsps.gojp巧―grantsinaid/02_koubo/gkoboれchi/index,html

5,注 意事項

研究者番号の事前取得 ・更新

平成 20年 度科研費に応募するためには、応募前に 「研究者名簿」に登録されていること

が必要です。すでに登録されている研究者についても、登録内容 (部局 ・職等)が 正しく登

録されていなければなりません。

現在の研究者名簿の内容に誤りがある場合や、異動等の予定がある場合には、至急各部局

型亜量埜墜建埜玉重埜韮蟹立墾翌上_(文 部科学省最終締切 :10月 19日 )

6.研 究成果公開促進費 (「学術図書」 「データベース」)の 公募につLhて

昨年度まで、研究者が直接日本学術振興会へ応募書類を提出していたが、平成20年 度応募

分より所属研究機関が取りまとめて提出することとなりました。

他の研究種目と応募書類 ・提出方法が異なりますので、応募を検討している研究者は上記日

本学術振興会公募関係ページより公募要領をダウンロードし熟読の上、早めに各部局科研費担

当者へご連絡ください。

フ.そ の他

平成 19年 9月 13日 (本)に 文部科学省主催による 「平成20年 度科学研究費補助金公募

要領等説明会」が行われ、公募に関する改正や変更 ・注意点、記入例等がまとめられた資料が

配布されました。下記の文部科学省及び日本学術振興会の科研費ページよりその資料がダウン
ロー ドすることができますので、応募書類作成前に一読されることをお勧めします。

1 ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ―
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

■

文部科学省 httpiFI帥.meXt・gOjp/宅menu/shinko曲可yo/07091202.htm

日本学術振興会 的 ■|1呻 JSps.gOJp巧‐grantsinaid/06_isps_infO/g_070914/index.比ml

(12)



正 応 募書類の提出について

1研 究種目について

・応募の際の研究種目は、種目毎の特性を理解した上で選択するようにすること。
・研究期間・応募総額等が種目毎の範囲外となつている場合は審査に付されないことに
なるため、特に注意すること。

*1 単 年度当たりの目安 1領 域

*2 若 手研究 (S・A・B)に ついては年齢制限があるので注意すること。

*3 申 請金額が複数の研究種目でも当てはまる場合は、いずれか1つの種目を選んで

申請すること。

(例)申 請総額が 2, 000万 円の場合、申請者の選択で基盤研究(A)に申請 して

も基盤研究(B)に申請 してもよい。

2応 募書類の作成について

。 「応募情報」をWeb入力する。

・ 「応募情報」と、 「応募内容ファイル」 (文科省 ・学振公募関係ページより様式をダウ
ンロード)し 、応募者のパノコン上で作成し研究計画調書を作成する。
(注)研究計画調書は、所定の様式と同一の規格とし、様式の改変は認められません。

。 「基盤研究C」及び「若手研究 (A・B)」は、 「応募情報」と 「応募内容ファイル」を
それぞれ出力し、糊付けしたものを「研究計画調書」とする。必要部数そろえて提出する

ごi3)

特定領域研究 2, 000万 円以上 6億 円程度 *1 (3～ 5年 )

特別推進研究 5億 円程度、制限は設けない (3～ 5年 )

基盤研究 (S) 5, 000万 円以上 2億 円程度 (原則 5年 )

基盤研究 (A) 2, 000万 円以上 5, 000万 円以下 (3～ 5年 )

基盤研究 (B) 500万 円以上 2, 000万 円以下*3(3～ 5年 )

基盤研究 (C) 500万 円以下 (3～ 5年 )

萌芽研究 500万 円以下 (1～ 3年 )

若手研究 ω *2 500万 円以上 3, 000万 円以下 (2～ 4年 )

若手研究 0*2 500万 円以下 (2～ 4年 )

若手研究 (S)*2 概ね3, 000万 円以上 1億 円程度  (5年 )



こと。その際、応募内容ファイルの先頭ページは、必ずおもて面 (奇数ページ)に なる

ように作成すること。

(注)「 応募情報のWeb入力のみ」または 「研究計画調書の提出のみ」では、応募の

受付にはならないので、十分注意すること。

・ 「応募情報」の手書き修正は認められない。必ず、Web上で修正入力を行い、改めて出

力して研究計画調書を作成すること。

・ 研究計画調書は、上部右肩に研究種目等の区分を示す色を塗る (1ページのみ)。

ダウンロードした書式により塗るべき色を確認し、その色を塗ること。ただし、プリタ

で印刷する場合、色を塗るべきところが黒く印刷されてしまうが、この場合は印刷余白

の部分に当該の色が出るように色を塗ることで差し支えない。

もし余白が出ないような場合は、ダウンロードしたファイルの当該の色が塗られてい

る部分を白に修正した上で必要な色を塗ること。

・ 左横を液のりによってのり付けすること。 (スティックのりは粘着力が低く、はがれ

やすいので不可)

・ 左横所定の場所に穴を空ける。

・ 両面になるべきものは、表裏に正しく複写する。上下の違い等にも注意すること。

3提 出書類口期限

口提出書類

研究計画調書(部数については次頁参照のこと)

研究分担者承諾書の写 (研究分担者がいる場合のみ) 1部

日提出期限

平成19年 10月 26日 (金)

部局により、別途、提出期限を設定されている場合には、その指示に従つて提出してくだ
さい。

(1+)



4提 出部数および可ページロ右肩の色

各書類の提出部数等は次表のとおり。研究種目により異なるので確認すること。

研 究 種 目 提出部数 右肩の色

文 科 省

電子申請

により提

出分

特定領域研究

(継続領域)

継続領域 (計画研究) 「電子申請システム」に入力し、提出

(送信)するので、学振への紙媒体

での提出は必要ないが、応募の確

認と内容チェックのため

各 1部 (糊付け不要)

継続領域(公募研究)

設定期間の終了する研究領域

特別推進研究

学振

電子申請

により提
出分

基盤研究(S)

「電子申請システム」に入力し、提出

(送信)するので、学振への紙媒体

での提出は必要ないが、応募の確

認と内容チェックのため

各 1部 (糊付け不要)

基盤研究 (A)
一般

海外学術調査

基盤研究(B)

一般

海外学術調査

萌芽研究

若手研究 (S)

継続研究課題

(研究計画の大幅な変更を行う場合)

学 振

紙媒体で

提出分

基盤研究(C)

一般 7

無色「時限つき分科細目」に係るも

の
10

着手研究(A) 31 紫

若手研究(B) 7 紫

研究成果公開

促進費
データベース、学術図書 ※ 1

継続研究課題

(研究計画の大幅な変更を行う場合)
3 各研究種目の色

※1 研 究成果公開促進費 (予
・―タヘ
・―ス、学術図書)は 審査希望分野の数により提出部数が違います。応

募に際しては公募要領に記載されている提出部数+1部 (会計管理課控え)を 提出してください。

5そ の他

● 「特定領域研究 (継続の研究領域)」

・応募書類を提出する時期に当たる研究領域について研究計画調書の提出を忘れると、
平成 19年 度以降の交付予定が取り消されるので、必ず提出すること。

計画研究 文科省公募要領 P,19～ 20 別 表 5 の 研究領域

公募研究 文科省公募要領 P.21～ 22 別 表 6 の 研究領域

* 「 公募研究」にはそれぞれ指定された研究期間・経費の上限等があるので注意す

(lξジ



ること。指定された要件を満たさないものは審査に付されない。

・平成 19年 度に設定期間が終了する研究領域 (文部科学省公募要領 P49 別 表7)
の領域代表者は、研究成果の取りまとめを行うための経費を対象とした 「終了研究領
域」に応募することができる (文部科学省公募要領 P16)。

● 研 究計画の大幅な変更を行う場合
* 研 究計画の大幅な変更を行おうとする場合、審査の結果変更が認められず、継続

の内約そのものを取り消されることがあるので注意すること。

● 「特別研究促進費」
1)他 の研究種目の応募書類提出時には予想できなかった研究課題である

(突発的に発生した災害に関する研究など)
2)平 成20年度に実施しなければならない緊急の研究課題である

(早急に研究を開始しないと対象が滅失してしまうなど)
3)き わめて重要なもの

上記の3つの条件をすべて満たす場合に応募できるものである。

今回の応募では対象とならないので、該当するものが発生した場合には、学部事務室ま

で連絡すること。

くrもジ



田 研究計画調書作成にあたっての注意点

1-般 事項

'公 募要領 口作成要領を十分に熟読のうえ、慎重に作成すること。

・ 申請書類等を印刷する場合は、印刷 されたものの様式が崩れていないか確認すること。

・継続が内約されている課題の申請については、研究計画調書等の提出は不要である。

ただし、 「研究計画の大幅な変更を行 う場合」及び 「文部科学省要領 15頁において指

定する領域に該当する特定領域研究の研究代表者」は研究計画調書を提出すること。研

究計画の大幅な変更を行お うとする場合、審査の結果変更が認められず、継続の内約そ

のものを取 り消されることがあるので注意すること。

・継続課題の増額申請は、原則認められない。また、継続課題を辞退 して新 しい研究課題

を応募することは認められない。

・質問については、質問内容について所属機関の事務が常に把握 していることが要求され

ている。このため必ず所属の学部担当者を通 して行うこと。

・研究期間が4年 以上の 「特別推進研究」又は 「基盤研究 (S・A・B・C)」 の研究課題の

うち、平成 20年 度が研究期間の最終年度にあたる研究課題の研究代表者は、今回の公募

において申請することが可能なので注意すること。 そ の際は、条件等があるので、公募

要領を確認すること。 (日本学術振興会 p.12)

2,研 究組織

① 研 究代表者

。 研究代表者は研究計画の組織を代表し、研究計画の遂行、成果の取りまとめに関して

すべての責任を持つ研究者である。このため、外国出張その他の理由によって長期に渡
つて研究代表者の責任を果たせなくなるとき、または定年退職等で研究機関を離れると

予想されるときは研究代表者となることを避けること 。

・ 研究代表者は、研究組織を構成する場合には、研究分担者との関係を明らかにするた

め、 「研究分担者承諾書 (同一機関用 口様式C-11)」若しくは 「研究分担者承諾書 (他

機関用 ・様式C-12)」を必ず徴し、保管しておくこと。

② 研 究分担者

B 研 究分担者となることのできる研究者は、応募資格を有し、分担金の配分を受ける者
でなければならない (研究代表者と同一の研究機関に属する研究分担者は分担金の配分が

なくても構いません)。
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でなければならない (研究代表者と同一の研究機関に属する研究分担者は分担金の配分が

なくても構いません)。

口 研究分担者は研究代表者と共同して研究計画の遂行に中心的役割を果たすとともに、

その遂行について責任を持つ研究者である。実質的な責任を負わない者は、研究分担者

として加えることができないので留意すること。

・,研究分担者となることで、重複申請制限に抵触してしまう研究種目もある (特別推進

研究、特定領域研究)の で、研究分担者を加える、もしくは自身が他の者の研究分担者
となる場合は十分に注意すること。

・ 多数の研究計画に参画することにより、研究代表者 ・分担者としての責任が果たせな

くなることがないよう注意すること。

③ 連 携研究者

・ 連携研究者は、主体的に補助金を使用することや、分担金を受けること、また研究代
表者と交替して研究代表者になることはできません。

・ 連携研究者となることができる研究者は、応募資格を有するものでなければなりませ
ん。

・ 申 請総額は、研究期間内全体でかかる総額であり単年度の費用ではないので注意する
こと。

・期間内のいずれかの年度において10万 円未満の研究経費で申請する研究課題につい

ては、申請対象から除外されるので注意すること。 (文科省公募要領 p7E学 振公募要
領 p10)

口 申請できない研究経費

以下の経費は研究計画の遂行にあたって必要であつても申請できないので注意するこ
と。仮にこれらの設備備品の必要性に言及し、経費を計上した上で研究計画を立てたも
ので応募し、採択されたとしても当該経費の支出は認められないので、十分注意するこ

と。 (通常その分を減額して金額が決定される)

1)建 物等施設に関する経費。ただし、科学研究費により購入した設備備品の導入
に必要となる軽微な据付費等は支出可。
2)研 究機関で通常備えるべき設備備品を購入するための経費。
「研究機関で通常備えるべき設備備品」の範囲は比較的広い範囲が含まれるので、
積算に関しては十分に注意すること。 (当然支出できると思われるものでも実際は

支出できないものがある)
3)補 助事業遂行中に発生した事故 ・災害の処理のための経費。
4)そ の他、間接経費を使用することが適切な経費。

に 'さ)



・ 「 設備備品費」 「旅費」 「謝金等」が研究経費の90%を 超えないように注意するこ

と。研究計画のいずれかの年度において、 「設備備品費」 「旅費」 「謝金等」が90%

を超える場合には、研究計画調書の 「研究経費の妥当性 ・必要性」欄に、必要性を明記

すること。

・ 今回公募する研究種目のうち、 「特別推進研究」、 「基盤研究 (S・A・ B・ C)」 、
「若手研究 (S・ A)」 については、間接経費が措置される予定であるが、間接経費につ

いては、研究計画調書において計上しないこと。

4重 複応募制限

口 競 争的資金の不合理な重複又は過度の集中を避けるために必要な範囲で、公募内容につ

いて他府省を含むほかの競争的研究資金担当課 (独立行政法人を含む)に 情報提供するこ

とがある。不合理な重複又は過度の集中が認められた場合には、補助金を交付しない場合

があるので注意すること。

・ 複数の研究機関において応募資格を有する者は、複数の研究機関からそれぞれ応募する
ことができるが、重複制限は各研究者に着目して適用される。

・ 特別推進研究、特定領域研究は研究分担者であっても申請ができない場合が発生するの

で、研究組織を構成するときも十分調整すること。

・ 特定領域研究については、同一研究者が同一領域に申請できる研究課題数は1件 に限る
ので注意すること。このとき、計画研究であるか、公募研究であるか、研究代表者である
か、研究分担者であるかを問わない。

・ 重複応募については別紙のとおり制限があるので、応募については十分に注意すること。
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Ⅳ 様式にそって解説 ～～ 例:基盤研究(C)～ ～

・研究者ごとに決められたIDロパスワードを使用して、電子申請システムで作成する。

「応募者用の操作手引き」もHPに掲載されているので、熟読して作成すること。

「応募情報」の手書き修正は認められない。必ず、Web上で修正入力を行い、改めて出
力して研究計画調書を作成すること。

一旦、応募者から研究機関に提出された研究計画調書 (応募情報等)に ついて、登録内

容の修正が必要な場合は、研究期間担当者あるいは部局担当者が該当課題を「却下」しな
いと修正できません。

応募情報入力後は、必ず確認完了 L提出ボタンを押下すること。 (PDFファイルが作成
され、出力ができていても、 「確認完了・提出」ボタンを押下しないとデータが完成さ

れていない。)

しばらく作業が中断されると、システム側が自動的にインターネットの接続を切断して
しまうので、 「一時保存」をこまめに利用すること。

各記載項目について

① 「系 ・分野 口分科 口細目 ・細目表キーワー ド」

・ 審査希望分野を示す系 ・分野 ・分科 ・細目の選定は、実施しようとする研究計画の内

容に最も近いと思われるものを選ぶこと。

・ 応募しようとする研究計画がどの系 ・分野 ・分科 ・細目に分類されるのかの判断が付
かない場合でも、交付元 (文部科学省及び日本学術振興会)は 質問に答えることができ

ないので、あくまでも自らの判断において分野を選択すること。

・ 細目表キーワードは、一覧からもつとも関連が深いと思われるものを1つ選び、その

記号を入力すること。ただし、基盤 (C)(一般)で時限つき分科細目での審査を希望した

場合には入力不要である。

なお、細目表キーワード以外でより適切なキーワードがある場合には、 1つ を限度と

して任意のキTワ ードを入力することができる。

電子申請システム

(ユ
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② 「所属研究機関田部局口職」

「所属研究機関 ・部局 ・職」欄は、事前登録情報であるため自動表示されますので、正

しい所属情報が登録されていることを確認してください。

・首都大学東京における部局口職名については、研究者名簿上の表記と異なるものがある
ので、必要に応じて、実際の部局名 口職名を入力すること。 (別紙参照のこと)

③  「研究経費」

・年度ごと・費目ごとの合計額は、入力後の確認画面で自動表示されるので、よく確認す

ること。

・ 応 募する年度において該当する経費がないとき ま たは 応 募しない年度のすべての

費目には、必ず 「0」を記入し、空欄とはしないこと。

・ 千 円単位で記入し、千円未満については、切り捨てること。

・「設備備品費」 「旅費」 「謝金等」が研究経費の90%を 超えないように注意すること。

研究計画のいずれかの年度において、 「設備備品費」 「旅費」 「謝金等」が90%を 超え

る場合には、 「研究経費の妥当性 口必要性」欄に、必要性を明記すること。

④  「分担金の配分」

・ 異なる研究機関に所属する者を研究分担者に加える場合には、分担金を配分しなけれ

ばなりません。その場合、分担金の配分について 「有」を選択してください。

⑤  「開示希望の有無1

・採択されなかった場合の第 1段審査の結果について、開示を希望するか否か、該当する

区分を選択する。

⑥  「研究組織」

・「研究者番号 ・氏名 ・年齢 ・所属研究機関・部局 ・職」が自動表示されるので、内容を

確認すること。

・ 年齢は平成20年 4月 1日現在で計算する。
日 研究分担者 B連携研究者となることのできる研究者は、応募資格を有する者でなくて

はならない。
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・ 研究組織欄には研究協力者を記載することはできない。記載する場合には 「研究計画 ・

方法」欄に記載すること。

・役割分担内容は、具体的な業務内容を記入すること。研究代表者 口研究分担者 ・連携研

究者がどのように協力して研究を行うか、それぞれの関連がわかるように記入してくだ

さい。単に 「分析」等の記載は認めない。  (50字 まで入力可能)

・ 研究経費を他の者に分担しない場合は、研究代表者に経費の総額を記入すること。

・研究代表者および研究分担者については、エフォー トの記載が必要です。エフォー トに

ついては下記のように定義されているので、十分注意して記入すること。

エフォート = 「 研究者の年間の全仕事時間を100%と した場合、
そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率 (%)」

*「 全仕事時間」とは、研究活動の時間のみを指すのではなく、教育活動等を含め

た実質的な全仕事時間を指す。

(よく見られる誤り)
作
―
―
―
―
に

① 研究代表者のエフォート 十  研 究分担者のエフォート =

② 応募課題のエフォート=100%

③ 当該応募課題のエフォート 十  重 複応募課題のエフォート

1 0 0 %

> 100%

! ! POINT ! !

当該研究課題に必要なエフォー ト (配分率)が 、極端にJ さヽくなったり大きく

なつたりしないよう、現行の仕事の配分を考慮して記入すること。

・必要な様式をダウンロードし、作成する。

・必ず11ポ イント以上の文字等を使用すること。

・様式の改変、ページの追加は認められない。

・応募内容ファイルについては、英語による応募も可。その場合でも、応募情報ファイル

は和文で作成すること。

・記入に際しては、各ページにある注意書きに従うこと。

ご,登〕



各記載項目について

①  『研究目的」

・ 注意書きの①、②、③の内容について、順番のとおりに記載する必要や、線を引いて

区別する必要はない。ただし、できる限りすべての事項を網羅すること。

・文献の引用形式については、 「研究業績」欄の注意書きに従うこと

②  「研究計画 口方法」       `

・平成20年 度の計画と平成21年 度以降の計画に分けて具体的かつ明確に記述するこ

と。また、研究代表者及び研究分担者の具体的な役割についても述べること。

・研究協力者 (海外共同研究者を含む)を 記載する場合には、この欄を使用する。

③  「今回の研究計画を実施するに当たっての準備状況等J

・①,② ,③ の点について、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述すること。

④ __「研究計画最終年度前年度の応募を行う場合の記入事項」

・該当者は必ず記入すること。 (該当しない場合は空欄のまま提出すること。)

・本欄に記述する継続研究課題の研究成果等は、8頁のrこれまでに受けた研究費とその

成果等」欄には記述しないこと。

③  「研究業績」

。 新しい順に、発表年ごとに線で区切り記入すること。

・ 投 稿中及び投稿準備中のものは記入しないこと。ただし、掲載力ぐ決定しているものに

限つて記入できる。

・著者は必ずしも全員記入する必要はないが、著者の全員の人数及び自分の順番を明記す
ること。なお、研究代表者及び研究分担者の氏名部分にアンダーラインを付すこと。

・頁の追加は不可。 (研究規模に応じた分量となっているので、様式内に収めること。)

⑥  「これま_歪に受け上研究費とその成果等」
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・注意書きの①,②に留意し、科学研究費補助金とそれ以外の研究費に分けて記述するこ

と。(必ず、線を引いて区別すること。)

② 「人権の保護及び法令等の連守への対応」

・該当しない場合は必ず 「該当しない」と記述すること。

③  「研究費の妥当性口必要性」

・研究計画のいずれかの年度において、各費目が全体の研究経費の90%を 超える場合等
には、当該経費の必要性を明記すること。

①_二設備備品費・消耗品費・旅費等の明細」

・各年度の費目の合計金額は、応募情報 「使用内訳」欄の合計金額と一致するよう、よく
確認すること。

・年度ごとに区分し、それぞれに計を入れて記入する。

・購入しようとする設備備品の 「品名」は具体的に記入すること。また、 「設置機関」の

記載漏れが目立つので、記載漏れのないように注意すること。

ト

・ 研 究代表者についてのみ作成 口添付すること。

・ 科研費だけでなく、他の機関から受けている研究費や大学内で支給される研究費 (基
礎的経費を除く)に ついても記載する。

(例)提案公募型研究費、受託研究費、傾斜的配分研究費 な ど

・ 研究代表者又は研究分担者での参画の別に関係なく、すべて記入すること。

・ 「 (1)応 募中の研究費」欄の先頭には、本応募研究課題を記入し複数の研究費を記
入する場合には、線を引いて区別して記入すること。

・ 科学研究費補助金の連携研究者として参画している研究課題に係るエフォー トは、
「(3)そ の他の活動」に記入すること。

(五年)



科研費応募フロー

【紙媒体で提出する研究種目】

教 員 学部 会計管理課

翌
―
―
―
―
―
―
阪

①応募情報フアイル作成

(lD・ パスワード必要)

②応募内容作成

(lD・ パスワード不要。様式をダウンロード

③価募情報ファイル 「完了」

応募情報ファイル修正 「完了」―

④応募情報ファイル出力

⑤応募内容ファイル出力
⑥研究計画調書 (応募情報十応募内容)
必要部数コピー ・糊付け

⑦学部事務へ提出        ~

①研究者用 ID・パスワード通知
②学内公募通矢□送付

③ 「完了」が押されると、

[閤塞累栓察曇子錦雫〒
応募情報を学者8担当者カ

④研究計画調唇
⑤研究計画調橿

t確認できる。

事チェック (版

事とシステム上

①研究者用 ID・パスワード通矢8

②学内公募通矢□送付

蚊・部数 ・記載内容等)

Dチ ェックリストを確認

1昌岳曇事旨替誉檀雷蜃ど言
応募情報データ送信)

作成)

〔し
い
）

*研 究計画調書の構成

内容ファイル

様式をダウンロードし、応募者の
メヾソコン上で入力

晶塁侯髯己断葡む殖総窒腐審辱ヂ字財刷比につける。 研究計画



号1ふ烏
科研費電子申請 応 募情報入力上の注意事項

1,部局名および職名の入力について

応募情報の入力の際、研究代表者につしヽては、研究者名簿に登録されてしヽる研究代表者氏名 ・所
属機関 ・郡局名 ・職名が自動的に表示されます。また、研究分担者につしヽては、研究者名簿の登録

内容に従つて必要事項のコード番暑を入力し、研究組織表を作成します。

ただし、首都大学東京における吉B局名 ・職名につしヽては、研究者名簿上の表記と異なるものがあ
りますので、

※ 局」紙 入 力画面参照のこと

<部 局名

※都立大

※都立大

※産技大

く麟 名

2,エフォー トの入力について

エフォートについては下記のように定義されてしヽますのでご注意くださしヽ。

エフォート = 「 研究者の年間の全仕事時間を100%と した場合、
そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率 (%)」

『全仕事時間』とは、研究活動の8守間のみを指すのではなく、教育活動等を言めた実質的な全仕事
時間を指します。

(よく見られる誤り)

①研究代表者のエフォート 十 研究分担者のエフォート =
②応募課題のエフォート 100%
③当該応募課題のエフォート + 重 複応募課題のエフォート

(上う)

100%

> 100%

研究者名簿上の言3周名 コード番 首都大における部周名

人文字部 207 人文字書8

法学部 306 法学部

都市教養学吉B 367 都市教養学部

都市環境学者8 368 都市環境学者8

システムデザイン学者B 721 システムデザイン学部

※公私立大学の部局等 903

健康福祉学晋8

学生サポートセンター

基礎教育センター

オープンユ三/ ―ヾシティ
人文科学研究科学 936 人文科学研究科学

社会科学研究科 937 社会科学研究科

理工学研究科 881 理工学研究科

※その他の研究科 899

都市環境科学研究科

システムデザイン研究科

人間健康科学研究科

産業技術研究科

研究者名簿上の職名 コー ド番橿 首都大における職名

教授 20 教授

准教授 27 准教授

助教授 2 1 助教授

講師 22 講師

助手 23 助手

助教 28 助教

※研究員 24

客員研究員

客員教授

リサーチアシスタント

※その他 25 学長、目」学長等

名誉教授 26 名誉教授



若手研究(A口B)は 'メ
カ

紫色に塗ること。応募情報 (Web入 力項目)の 出カイメージ

新親

…

1 -

機関番号 研究種目番号 審登区分番号 組目番号 分調番号 整埋番号

00000 0 0 0 0000 3 0000

平成29年度 (2008年度)基盤研究 (C)(… 般)研 究計画調書

平1ぬ尭XX年引XttXX日

※システム上の
版数と同じか確
認すること

(ユリ)

曇盤研究 0

キ主げ理千

響星移堅特
の

(フリガナ〕

公私立大学の部局奪1 と表示された場合には、削除して

(例)人間科学研究科,客 員研究員など

研 究 経 費

[轟暑書琶督〕
平成21年度

有or無

開示希望の有無 審査結果の開示を希望する

研究計画最終年度前年度応募



研究組織 (研究代表者、研究分担者及び連携研究者〕

氏名 く年齢)
所腎亀凄
機襲

の中櫛
勲キ齢

研
究
代
表
者

00000000    (00) (00000)

(000)

て00B

9

研
究
分
握
者

00000000 (03) 〈00000)

(000〕

て00)

0

遼
盤
研
舞
者

3/00000側  (001 て00000)

モ000)

rnn亀

0

※ 研フ誘 担者の人数が多くて、応募情報が奇数ページになる場合

↓

田 田
※ 研ヨ協力者は記載不可
する場合は、「研究計画口方法」欄に記スすること

合計 00 名 研究機愛合計 /
…2-

ぐめが'

00000-00-0-0000-0と 0000



様式 S-1-8 応 募内容ファイル (添付ファイル項目)
C(一 般 )-1

「瑠統、 解 羅紆鏑歓名昆
(基盤研究等)に おける審査及び評価に関する規程」(公募要領
l①
 研 究の学術的背景 (本研究に関連する国内 ,日外の研究動F
た経緯、これまでの研究成果を発展させる場合にはその内容4

② 研 究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか

、③ 当該分野における本研究の学術的な特色・独tlJ的な点及びデ

研究機関名 首都大学東京 研究代表者氏名 |○○ ○ ○

(2舟)



- 2

研 究  目  的 (つづき)

に30)

C



C (一 般 )-3

研究計画 白方法

※ は、 こ の

(研究組織欄には記載できません)

※ 20年 度と21年 度以降の計画について分けて記入する事

研究機関名 首都大学東京 研究代表者氏名 |○○ ○ ○

(3i )`



- 4

研究計画 ・方法 (つづき)

(3ユ)



- 5

１
劇
刊
Ｊ

場る者カ協究研び及者究研携連

研究計画最終年度前年度の応募を行う場合の記入事項ほ当者は必ず記入してください俗募要領12～13頁参照))

″ 本 欄には、研究代表者として行つている平成 20年度が最終年度に当たる継続研究課題の当初研究計画、その研究によって得ら ｀

れた新たな知見等の研究成果及び中間評価結果 (特別推進研究及び基盤研究 (S)が 該当)を 記述するとともに、当該研究の進展

を踏まえ今回再構築して本研究を応募する理由 (研究の展開状況、経費の必要性等)を 記述してください。`(なお、本欄に記述す

る継続研究課題の研究成果等は、8頁の 「これまでに受けた研究費とその成果等」欄に記述しないでください。)

研究種目名 審査区分 課題番号 研 究 課 題 名 研究期間
平成 年 度～

平成 20年 度

当初研究計画及び研究成果等

※ 「研究計画最終年度逝年度の応募J墜 該当亡登場合のみ記入すること。_

応募する理由

研究機関名 首都大学東京 研究代表者氏名 |○ ○ ○ ○

〔、33)



C (一 般)-6

研 究 業 績

1鶴   爵 ン髄ン麟盟静品開
発
表
年

研究代表者
・分担者氏名

発表論文名 ・著書名 等
(例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後の頁、発表年 (西

暦)に ついて記入してください。)

(以上の各項目が記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、

主な著者を数名記入し以下を省略 (省略する場合、その員数と、掲載されている順番を○番目と記入)

しても可。なお、研究代表者及び研究分担者には下線を付してください。)

2007

以降

③ 「研究業績」欄の記入例 (基盤研究 (A,BoC))

O種 目によっては、最近 3カ 年FB5の業績に醸定 していろ勝合がありますので、様式のS有本書等を
確認 しながら作成 してください→
0現 在から順!こ発表年次を退去にさかのぼり、発表年 【暦年)ご とに線を引いて区別 し、運じ番
号を付して記入してください。
○年度毎の匹切 り線は移動させても構いません.
O学 行誌等へ投縄中の輪支を記入する場合は、掲載が決建している ヵヽのこ銀 ります。
O論 文名、著者名、掲載講名、査読の有無、巻、最初と最後の買、発表年 (西暦)に ついて記入
してください。 (以上の各瑛 館が識載されてい力ttず、項目の櫨鮮を入れ替えてく)拘r会〕
0著 者名が多数にわたる場合fま、主な著者を教名記入 し以下を省路 (省時する場合、その負数と、
記載されている順番を○替摘と記入)し てtぅ可c
O研 究代表者及び研究分担者にはT線 を付 してくだきい争
O連 携研究者及び研究協力者の研究業簿年ほ記載しなモ′重茎苗堂翌生

研 究 楽 頼

発
表
年

研究代表帝 ・

分担者氏名

発表論文名 ・ 替書名 等

2007

以降
半議門太郎

熊町―郎

1.論 文名
半繊織太郎、0000、 △△△△ (他 10名 ,=番 目)
XXX学 会議、 11巻   120-127像 00め 査 読有

2.論 文名
ロコロ田.A▲ ▲▲.麹 町―郎 く他 10名 、 3番 目)
△△△△学会議、 15巻   180-146(2007)査 読無

2 0 0 6 半蔵門太郎

永田町学

3.論 文名
学誠F写太郎ゃ0000(地 7名 、 1番 屋)
※※※学会議.6巻   150-155(2006)査 読有

4.論 文名
■コ■コ、☆☆☆☆、永田町学 (他7名 、6番 目)
&&&学 会議、3巻   56-72(2006)査 議無

200S

2006

2005

2004

2003

(S年)



C
- 7

研 究 業  績 (つづき)

発
表
年

研究代表者
・分担者氏名

発表論文名 :著書名 事

研究機関名 1首都大学東京 研究代表者氏名 |○ ○ O①

(SS)



これまでに受けた研究費とその成果等
本欄には、研究代表者及び研究分担者がこれまでに受けた研究費 (科学研究費補助金、所属研究機関より措置された研究費、府省 「

地方公共団体 ・研究助成法人 ・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。)に よる研究成果等のうち、本研

の立案に生かされているものを選定し、科学研究費補助金とそれ以外の研究に分けて、次の点に留意し記述してください。

① そ れぞれの研究費毎に、研究種目名 (科学研究費補助金以外の研究費については資金制度名)、期間 (年度)、研究課題名、研

代表者又は研究分担者の別、研究経費 (直接経費)を 記入の上、研究成果及び中間・事後評価 (当該研究費の配分機関が行うも

に限る。)結 果を簡潔に記述してください。

② 科 学研究費補助金とそれ以外の研究費は線を引いて区別してください

※科学研究費補助金

※それ以外の研究費

(36)



C(一 般 )-9

人権の保護及び法令等の遵守への対応 t/AR募要領7頁参照)

を::母登署岳!                                         発
電やS皆岳坊畳沼でと
倒

※該当しない場合は 「該当しない」と記入すること。

研究経費の妥当性 口必要性

1暑隷還景華:看暑官器を骨8;皆暑母景醍晏魯啓]撃暑岳苫魯暑告旨:強魯i3』岳魯号;醤試景昏彗↑
※研究計画のいずれかの年度において、各費目が全体の研究経費の90%を 超える場合等には、

当該経費の必要性を明記すること。

研究機関名 首都大学東京 研究代表者氏名 ○○ ○ ○

tSr7)



基盤C(一 般)-10
(金額単位 :千円)

設備備品費の明細

1要念じ書子遷言最

基盤研究 (C) (一 般)研 究計画調書作成 ・記入要領を

1

消耗品費の明細

層徒極芋墨只婁極と参籠宅客:星!さ氏
般)研究計画調

年度 品名 ・仕様
(数量×単価)(設 置機関)

金 額
口
ロロ 名 金 額

2 0

① 「設備鯖品費の明細」 「消耗品費の明細ど抑の記入例

つ各年夏毎に線を引杉`て匹分し、かつ計を入れて記入してくだきいゃ
つ 碓 額ど縮,ま千円単位で記入してくださいt
Oいずれかの年度において 手設備備品費どが研究費全体の90%を 超える場合には、当該経費の
研究遂行 Lの必要性 (内訳等)tこついて チ研究経費の景当性・必要性ど欄,こ記入してください

―
―

（
―

「

―

―

―

―

―

―

の

・

・
　

　

　

　

　

　

※

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

引△
口
と額

(例)
・薬品
。実験用動物
… ガラス器具
・論文別刷 な ど

と

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

こていることを確認する

ヽ

設備備品費の明細 消耗品費の明細

年度
品 名 ・仕 様
(救豊X革価〕 (設置機関)

金 額 品  名 盆 額

20 O 0 0 0  2X0100  (OO大 学)

0 0 0 0  2X④  150  (oo大 学)

O 0 0 0  tXO範 0  (△ △大学)

獅
抑
鯛

900

000

0000

00

000

計

350

4

10

130

494

21 Ｏ

Ｏ

０

０

0 0  'X0200  (OO大 学)

O O  txQ範 0  (□ 密大学)

計

抑
畑
　
　
細

O000

00

000

‖  計

４５０
５
‐０
幅

〔S器)



基盤C(一 般)-11

(金額単位 :千円)

の けl報田 (記入に当たっては、基盤研究 (C)(一 般)研 究計画調書作成 ・記入要領を参照してください。)

② 「旅費等の明細」欄の記入例

O各 年度体に線を引いて匹分 1ャ、力わつ計を入れて記入してくださいっ
争 「金額ど補!ま千円単位で記入Lンてくだとい.
Cい ずれかの年度において i旅費 【圏内旅費及てパ件口旅費)」 又f安「認企等」
が研究費全体の 90転 を超える場合にtま、当該経費の研究遂行 Lの必要機
「研究経費try妥当性 ・必要性」輔に記入 1″てくださいぅ

のどちらかの経費
(内談等}に つけ`て、

,

米 科 学研究郵齢助金で,

(例

柳
翻
節

)
・印刷費
・運搬費
・論文投稿料

など

※必ず応 報 認すること。

□密田翻
□題□

出てきない経費モ)あるの寸、荘意してくださいゎ

研究経費の額と谷っていることを

首都大学東京 研究代表者氏名

(、〕串)



研究代表者のみ作成 ・添付|
C(一 般)-12

ｈ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ジ

か

究

別

　

率

る

研

区

　

分

得

の

て

　

配

し
定

い

　

の

行

予

引

　

間

遂

入

を

　

時

に
受

線

　

る

分

＞

ヽ
　

な

(1)応 募中の研究費
資金制度 ,研究費名 ・研究期

間 (配分機関等名)

研究課題名 (研究代表者氏名) 役 割 (代

表・分担の

男U )

平成 20年 度研

究経費 (期間全

体の額)(千円)

エ フ ォ
ー ト(%)

研究内容の相違点及び他の研究費に加

えて本応募研究課題に応募する理由

【本応募研究課題】
基盤研究 (C)(一 般)
(H20-H  )

代 表

④ 「研究費の応募・受入等の状況カエフオート」欄の記入例 (基盤研究、萌芽研究及び着手研究S・A・B)

0複 数の研究費を記入する場合イま、熱を31いて区l13して記入してくださじL

O「 ユ
~/ォートど輔には、年間の全仕事時間を100γ 〉とした場合、そのうち当該研究め実施等に必

要となる掛寺問の画是分卒 (%)を 記入とてくださし、
0:応 募中r/9研究費」摘イ)先頭に|ま、本応募研究謀選を記!人して下さを、
0科 学研究費補助金の 「特定韻戦研究どにわつてtま、十計画研究」、セ明調i究」の別を記入してくださ
と どヽ、

ぞD新据研究機関内で競争的に配分される0+究費についても記入Lンフてください.

Q他 の研究費への応募等があるにモ〉かかわらず記入していないこと及び率業に反する記入のないよう

にしてください予
8科 学研究費補助金の連携研究材をして参加する研究篠題障本欄に記栽するだ、要はありませんが、当
該研究繰題に係るエフォー ト!まt(3,そ 6rD他のデ持動」|こ含めてください.

代表者また1ま分担者の別を記入して

ください。連携研究者として参加する
― lよ樋酸不要です。(1)応募中の研究費、(2)受入予定の研究費

に分け、それぞれの夏に配入して下さい。

科学研究競 において、義
は可能であっても、重複して採択され
ること力trFじ連 目を― る場合は、
「一」と協入してくださし、

瑠理・配分機腱等岳〕 描画津 3観〔胡とゴ本
の網 【千同学

文部科学な及び日本学荷振興会の科学研究費綺
助金を籠入する,田ま、研究種目名及申 分を
記入してください。

本崎覗所層軽鋼日とα湖鴨聯挙容 師
究目的、競 、W― 艇
い、等)の相隆点及び当鞍他の操
題に加えて― へ応募する理由

を、焦点を紙つて明礎に配入して
くださし・.

(圏卜 !121) Xに つ| てヽ

とヽ澪討缶釣 Gせ0■23)〔
と▲大学) 【

平成20年 度に受け入れる直接経費の韻幡 中
のものは応帥 を籠入し、下段に く )書 きて

を記入してくださいっ

所選研究職隠内で支給される研究費など、特に定
まつた名前お略し瑚合1よ当卵 内勧 嗅

体的にわかるように能入してください。

(字0)



研究代表者のみ作成 ・添付|
C(一 般 )-13

研究費の応募 。受入等の状況 ロエフォー ト (つづき)

(2)受 入予定の研究費
資金制度 ・研究費名 ・研究期

間 (配分機関等名)

研究課題名 (研究代表者氏名) 役 害」(代

表・分担の

男l l l

平成 20年 度研

究経費 (期間全

体の額)(千円)

エ フ ォ
ー ト( % )

研究内容の相違点及び他の研究費に加え

て本応募研究課題に応募する理由

1隅 稼 拓 ●
T hみ
1格托。赤t封ヽ

基盤A・B(一船 …15

(3)そ の他の活動

〔す承堤鰈 琢巻彊整拒茅乳隻乳姿車十         で

職務として行

〕

(上記(1)、 (2)、 (3)の エフォー トの合計)

０

＞

０

％

研究機関名 1首都大学東京 研究代表者氏名 |○○ ○ ○

(牛1)



平成2‐0年度 科 学研究費補!助金
公募1要!領IB研究計画調書の主な変更点と注意事項

1.主 な変更点

<共 通事項 >

【公募要領】

(1)「 系 ・分野 ・分科 ・細目表」の改正

平成20年 度公募より、 「系・分野・分科・細目表」を改正しました。 (現行278細 目から

284細 目に充実)

【主な改正内容】
口基礎ゲノム科学及び応用ゲノム科学における情報科学に関するキーワー ドを統合し、細目「ゲ

ノム情報科学」を新設
・時限付き分科細目として設定された 「表象芸術」の応募状況を踏まえ、分科 「芸術学」、細

目 「芸術学 口芸術史 口芸術一般」を新設
・細目 「ヨーロッパ語系文学」を、細目 「英米 ・英語圏文学」及び 「ヨー回ッパ語系文学 (英

文学を除く)」に分割
・細目 「膠原病 ・アレルギー ・感染症内科学」を、細目 「膠原病 ・アレルギー内科学」及び 「感

染症内科学」に分割
口細目 「補綴理工系歯学」を、細目 「補綴系歯学」及び 「歯科医用工学 ・再生歯学」に分割
・細目 「臨床看護学」を、細目 「臨床看護学」及び 「生涯発達看護学」に分割

(2)研 究種 目についての見直 し

平成 20年 度応募において、以下の研究種目については新規募集を停止しました。

ギ特定領域研究」の研究領域
口「学術創成研究費」
,「研究成果公開発表 (A):シ ンポジウムの開催」

(3)研 究劣担者の在り方の見直 し

今回、以下のとおり 「研究分担者」の定義を明確にしました。

O研 究代表者と協力しつつ、研究遂行責任を分担して研究活動を行う者。補助金適正化法上の補

助事業者に該当。

O分 担金の配分を受ける(※)(た だし、研究代表者と研究分担者が同一研究機関に所属する場合

には、分担金の配分は生じない。)。

O研 究代表者や他の研究分担者が、不正な使用等を行つた場合は、応募資格の停止 (交付対象か

らの除外)の 対象となる。

(※)平 成20年度から、研究分担者に分担金を配分する場合、当該分担金に対する間接経費を研

究分担者が所属する研究機関に配分できることとする予定。

(ゆ)



また、以下のとおり、新たに 「連携研究者」を位置づけました。

O研 究代表者及び研究分担者の責任の下、研究組織の一員として研究計画に参画する者 (応募資

格を有する者でなければならない。)。補助金適正化法上の補助事業者には該当しない。

O分 担金の配分を受けられない。

O研 究代表者への交替は認められない。

O研 究代表者や研究分担者が、不正な使用等を行つた場合であつても、応募資格の停止 (交付対

象からの除外)の 対象とならない (当人が共謀した場合を除く)。

また、上記については、平成20年 度新規 ・継続を問わず全ての研究課題に適用されます。なお、

平成20年 度分の交付申請害の記載方法の詳細については、平成20年 4月 以降の交付内定通知に

より通知する予定です。

(※1)・ ・・研究代表者と異なる研究機関に所属する場合は分担金の配分が可能。

(※2)・ ・・分担金の配分を受けなければならない。ただし、研究分担者のうち研究代表者と同一の研究機関に属する

者については、分担金を受けなくても構わない。

(※3)・ ・・r研究計画 ・方法」欄等については、研究計画調書作成 ・記入要領の指示に従い、必要に応じて記載する
ことができる。

(※4),・ ・応募資格の有無は問わない。

(4)「 研究機関の公的研究費の管理 ・監査のガイ ドライン (実施基準 )に 基づく体制

整備等の実施状況報告書」を提出することを応募要件化

平成20年 度に科学研究費補助金に応募する研究機関又は平成20年 度に科学研究費補助金の継

続課題がある研究機関は必ず提出してください。当該報告書の提出がない場合には、当該研究機関

に所属する研究者の応募は認められません。なお、当該報告書の様式については、文部科学省科学

技術 口学術政策局調査調整課より別途通知されます。

また、これに伴い、昨年度までの様式T-3「 内部監査等の実施状況報告書の提出書」、T-4

「科学研究費補助金事務担当者名簿」、T-5「 検収 (納品検査)の 実施体制に関する整備状況報

告書」は廃止しますが、T-3及 びT-5に ついては、当該報告書に含まれる予定です。

(5)重 複応募制限への追加
「若手研究 (S)」の取り扱いを追加しましたと

(変更前)

区分
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替
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研究代表者 〇 O O O O

研究分担者 O O O O O

Xl

O O

研究協力者 X △

湘

X

X3

X X X O

(変更後)
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無
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画
調
書
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究
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替
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金

の
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分
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へ
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記
載

研究代表者 O O 〇 O O

研究分担者 O O 0 O O

X2

O O

連携研究者 X O O

X3

X X X O

研究協力者 X △

湘

X

X3

X X X O
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【研究計画調書】

(1)「研究分担者に分担金を配劣する理由」欄の廃止
研究分担者の在り方の見直しに伴い、「研究分担者に分担金を配分する理由」欄を廃止しました。

(2)「 人権の保護及び法令等の連守への対応」欄の見直し

従来より、個人情報の取り扱いに配慮する必要がある研究も対象として記述することとしていま

したが、その旨指示書きに明記するとともに、該当しない場合については、その旨記述するよう指

示書きを追加しました。

(3)「 連携研究者」の研究計画調書への記入方法について

「連携研究者」については、研究計画調書の 「研究組織 (研究代表者、研究分担者及び連携研究

者)」欄に記載することとなつております。また、研究協力者と同様、「研究計画 ・方法」、「今回

の研究計画を実施するに当たっての準備状況等」欄には必要に応じて記述することができるが、「研

究者調書」(特別推進研究、基盤研究 (S))、 「研究業績」、「これまでに受けた研究費とその成果

等」欄には記述する必要はないなど、研究計画調書の作成 ,記入要領に沿つて作成してください。

また、「研究費の応募 '受入等の状況 ・エフォー ト」欄には、「連携研究者」として参画してい

る研究課題に係るエフォー トは、「応募中の研究費又は受入予定の研究費」欄に記入するのではな

く、「その他の活動」のエフォー トに含めて記入してください。

なお、「研究計画 口方法」、「今回の研究計画を実施するに当たつての準備状況等」欄の指示書き

は以下のとおりです。

(例 :特別推進研究 (新規))

Or研 究計画 ・方法」欄

本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画 ・方法について、平成20年 度の計画と平成21年 度以

降の計画に分けて、適宣文献を引用しつつ焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。ここでは、研究が当

初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況について述べるとともに、研究計画を遂行するため

の研究体制について、研究代表者及び研究分担者の具体的な役割 (図表を用いる等)及 び研究分担者とともに行う

必要がある場合には、学術的観点から研究組織の必要性 B妥当性及び研究目的との関連性についても述べてくださ

い。なお、研究体制の全体像を明らかにするため、連携研究者及び研究協力者 (海外共同研究者、科学研究費への

応募資格を有しない企業の研究者、大学院生等 (氏名、員数を記入することも可))の 役割についても必要に応じ

O「 今回の研究計画を実施するに当たつての準備状況等」欄

本欄には、次の点について、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。

① 本研究を実施するために使用する研究施設 ・設備 ・研究資料等、現在の研究環境の状況

② 研究分担者がいる場合には、その者との連絡調整の状況など、研究着手に向けての状況 (連携研究者及び研|

究 協 力 者 が い る 場 合 に つ い て も 必 要 に 応 じ て 記 述 し

■ t 主 主 明 。 十 一 十 一 一 十 一 十 一 一 十 一 十 一 十 一 … 」

【電子申請システム】

(1)応 募受付の電子化の推進

平成20年 度応募分より、「特別推進研究」、「基盤研究 (S・ A・ B)」及び 「若手研究 (S)」

に加えて、「特定領域研究 (継続の研究領域)」及び 「萌芽研究」」についても、完全電子申請とし、
「電子申請システム」を利用して、応募書類の全てを作成 コ提出 (送信)し てください。(紙媒体

での提出が不要)

なお、「基盤研究 (C)」及び 「若手研究 (A・ B)」については、昨年同様 「電子申請システム」

を利用して、応募書類の一部を作成 。提出 (送信)し てください。(紙媒体での提出が必要)

(十年)



(2)研 究劣担者の在り方の見直 しに伴う入力方法の見直 し

平成20年 度の応募にあたり、研究組織入力項目に 「連携研究者」を入力することを追加しまし

た。入力する際、区分欄において 「連携研究者」を選択してください。なお、「平成20年 度研究

経費」、「エフオー ト」欄には入力できません。

また、異なる研究機関に所属する者を研究分担者とする場合、「分担金の有無」欄には必ず 「有」

を選択するとともに、「平成 20年 度研究経費」欄には配分額を入力してください。なお、研究代

表者と同一研究機関に所属する研究分担者の場合には 「平成20年 度研究経費」欄に 「0」 を入力

してください。

(3)「 研究者名簿」の情報を取得
「研究者名簿」の文部科学省への登録状況については、従来、文部科学省から各研究機関へ送付

していましたが、研究機関担当者が 「電子申請システム」から情報をダウンロードし確認できるよ

うになりました。これに伴い、更新後の研究者名簿は送付いたしません。

<第 有種科研費に関する事項>

【公募要領】

(1)「特届」推進研究」に係る最終年度前年度応募の研究課題の取り扱しヽにつしヽて
従来より、最終年度前年度応募にあたって、研究計画調書の作成等については、翌年度の4月 1

日以降の補助事業として作成することとし、当該応募研究課題が採択された場合、既に継続研究課

題について交付決定を行つている場合には、継続研究課題に係る補助金を全額返還することとして

いましたが、その旨明記しました。

なお、公募要領における記述内容は以下のとおりです。

当該応募研究課題が採択された場合には、その基となった継続研究課題の補助

成20年 4月 1日以降の補助事業として実施することとします。このため、研究

平成20年 4月 1日以降の補助事業として作成することとし、当該継続研究課題

額返還することとなりますので、留意してください。

研究代表者は、当該継続研究課題の研究成果報告書等を平成21年 6月 20日

ばなりません。(公募要領 12(1)⑤ (ア)(d)工 ))

事業も含め、新規の研究課

計画調書の作成等にあたっ

に係る平成 20年 度の補助

～ 30日 までの間に提出し

辞
‐よヽ
健
　
防
　
一

題

て

金

　

な

　

一

(2)「 特別推進研究」に係る審査希望翁野の選定について

従来より、審査を希望する分野を 「人文 ・社会」、「理工」、「生物」から選択 (「理工」について

は 「数物系科学」、「化学」、「工学」のうちから最も関係が深いと思われる区分を選択)す ること

としていましたが、その旨明記しました。

なお、公募要領における記述内容は以下のとおりです。

1 応募に際しては、研究計画の内容に照らし、審査を希望する分野を 「人文 口社会」、「理工」、「生物」から必ず 11

1つ選択してください。なお、「理工」については、「数物系科学」「化学」「工学」のうちから最も関係が深いと思わ|

|れる区分を一つ選択してください。また、継続応募の場合は、平成19年 度応募時と同じ分野を選択してください。|

|(公募要領E2(1)⑥ )                                       |

(3)「 特定領域研究 (継続領域)」の研究概要の見直し
「特定領域研究 (継続領域)」の研究概要において、公募研究の単年度当たりの応募額の上限額

を明記しました。

t竿蛍〕



【研究計画調書】

(1)「特別推進研究 (新規)」の各項目の順番等の見直し
「研究業績 I」欄について、研究代表者には二重下線を、研究分担者には

一三下線を付すことと

し、corresponding authorには左にネ印を付すこととするとともに、基盤研究と同様、発表年毎に線

を引いて区別し、通し番号を付すこととしました。

また、各項目の順番及び分量を以下のとおり変更しました。

平成20年 度公募に係る研究計画調書 平成 19年 度公募に係る研究計画調書

I.全 体研究計画

1,研 究目的

2.研 究の必要性

3,文 献

4.研 究計画 コ方法

5。 今回の研究計画を実施するに当たっての準備状況等

6。 これまでに受けた研究費とその成果等

7.研 究計画最終年度前年度の応募を行う場合の記入事項

8.研 究経費の妥当性 口必要性 (分量の増)

(削除)

(削除)

0ぃ 人権の保護及び法令等の連守への対応

10.使用施設

11.現 有設備

12.設備備品費の明細

13.消 耗品費等の明細

I。 研究者調書

全体研究計画

研究目的

これまでに受けた研究費とその成果等

今回の研究計画を実施するに当たつての準備状況等

研究計画最終年度前年度の応募を行う場合の記入事項

研究の必要性

文献

研究計画 ・方法

人権の保護及び法令等の連守への対応

分担金の有無

研究分担者に分担金を配分する理由

研究経費の妥当性 ・必要性

使用施設

現有設備

設備備品費の明細

消耗品費等の明細

研究者調書

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

Ｈ

‐２

‐３

‐４

‐５

Ｅ
・

注)「工.研 究者調書」の各欄については順番 ・分量に変更なじ

(2)「 特別推進研究 (継続)」の項目の分曇等の見直 し
「研究成果の発表状況」欄について、当該欄に記載されている著者が本研究課題に参画している

かわかるように、研究代表者には二重下線を、研究分担者には一重下線を付すこととし、

correspondhg 側血orには左に球印を付すこととしました。また、「研究成果の発表状況」、「研究経

費の妥当性 ・必要性」欄の分量を増加しました。

(3)「 特定領域研究 (継続領域)」計画研究 (継続)の 各項目の分墨等の見直 し
「研究成果の発表状況」、「研究経費の妥当性 ・必要性」欄の分量を増加するとともに、「研究資

金の応募 ,採択状況」欄を追加しました。

(4)「 特定領域研究 (継続領域)」公募研究の各項目の分曇等の見直 し
「研究業績」欄について、記載対象を 「応募研究課題の内容に限ることなく」から 「本研究に関

連する重要なもの」に変更するとともに、基盤研究と同様、発表年毎に線を引いて区別し、通じ番

号を付すこととしました。また、「研究資金の応募 ・採択状況」欄を、基盤研究と同様の 「研究費

の応募 口受入等の状況 ・エフォート」欄に変更しました。

また、各項目の順番及び分量は以下のとおり変更しました。

(←6)



平成 20年 度公募に係る研究計画調書 平成 19年 度公募に係る研究計画調書
１

２

３

４

５

６

　

　

７

８

９

‐Ｏ

Ｈ

研究概要

研究目的 (分量の増)

研究計画 ・方法 (分量の増)

今回の研究計画を実施するに当たっての準備状況等

これまでに受けた研究費とその成果等

人権の保護及び法令等の連守への対応

(削除)

(肖1除)

研究経費の妥当性 Ⅲ必要性 (分量の減)

設備備品費の明細

消耗品費等の明細

研究業績

研究費の応募 口受入等の状況 Bエフォー ト

1.研 究概要
2.研 究目的

3。 これまでに受けた研究費とその成果等

4.今 回の研究計画を実施するに当たつての準備状況等

5,研 究計画 '方法
6。 人権の保護及び法令等の連守への対応

7.分 担金の有無

8,研 究分担者に分担金を配分する理由

9.研 究経費の妥当性 ・必要性

10,設備備品費の明細
11.消耗品費等の明細

12.研 究業績
13.研究資金の応募 ,採択状況

(5)「 特定領域研究 (継続領域)」計画研究 (新規)の 各項 目の順番等の見直 し
「研究業績」欄について、記載対象を 「応募研究課題の内容に限ることなく」から 「本研究に関

連する重要なもの」に変更するとともに、基盤研究と同様、発表年毎に線を引いて区別し、通し番

号を付すこととしました。

また、各項目の順番及び分量は以下のとおり変更しました。

平成 20年 度公募に係る研究計画調書 平成 19年 度公募に係る研究計画調書

1,研 究概要

2.研 究目的 (分量の増)

3.研 究計画 ・方法

4.今 回の研究計画を実施するに当たっての準備状況等

5,こ れまでに受けた研究費とその成果等

6口 研究経費の妥当性 ・必要性

(削除)

(削除)

7.設 備備品費の明細

8.消 耗品費等の明細 (分量の減)

9,人 権の保護及び法令等の連守への対応

10口研究業績

11.研 究資金の応募 口採択状況

1.研 究概要

2.研 究目的

3.こ れまでに受けた研究費とその成果等

4.今 回の研究計画を実施するに当たつての準備状況等

5.研 究計画 ・方法

6。 人権の保護及び法令等の連守への対応

7.分 担金の有無

8.研 究分担者に分担金を配分する理由

9.研 究経費の妥当性 ・必要性

10.設 備備品費の明細

11口消耗品費等の明細

12口研究業績

13.研 究資金の応募 =採択状況

【電子申請 システム】

(1)「 特副推進研究」及び 「特定領域研究 (継続領域)」に係る 「継続課題情報取得」

ボタンの追加

継続応募の場合、「継続課題情報取得」ボタンを押すことにより、「研究課題名」欄に継続研究

課題に係る研究課題名が表示されるとともに、「研究経費」欄に内約額 (交付決定時に示されてい

る交付予定額)が 表示されるようになりました。

(77)



<第 2種 E第 3種 科研費に関する事項>

【公募要領】

(1)「基盤研究 (S)」の応募総額の喜|き上げ
平成 20年 度応募分より、「基盤研究 (S)」 における応募総額を 「5,00 0万円以上 1億 円程度ま

で」から 「5,00 0万円以上 2億 円程度まで」にしました。

(2)「 基盤研究 (A・ B・ C)」 の研究期間を延伸

平成20年 度応募分より、「基盤研究 (A・ B・ C)」の研究期間を 「2～ 4年 」から 「3～ 5

年」にしました。

(3)「 着手研究 (S)」 における応募総額の目安を明記

平成 20年 度応募分より、 「若手研究 (S)」 における応募総額を 「1億 円程度まで」から
「概ね3,000万円以上 1億円程度まで」にしました。

(4)「 基盤研究 (C)」 における書査を希望する分割体系 (分割番号)の 変更
平成 20年 度応募分より、「系 ・分野 ・分科 ・細目表」の改正に伴い、キーワー ドにより審査を

分割する細目を増やすとともに、従来2分割していた分割体系 (分割番号)に ついても最大5分割

まで行うこととしました。

(5)「 基盤研究 (S)」 における審査方法の変更

平成20年 度応募分より、「若手研究 (S)」の審査方法と同様に、とアリング審査を行う予定
です。

【研究計画調書】

(1)各 様式の分曇の見直し
平成20年 度の応募にあたり、研究規模に応じて、研究計画調書の分量の見直しを行い、「基盤

研究 (S)」の 「これまで受けた研究費とその成果等」欄について1頁追加し、合計2頁 としまし

た。

(2)若 手研究 (S)の 研究経費の明細欄について

平成20年 度の応募にあたり、「基盤研究 (S)」と同様の記入欄に変更しました。

【電子申請システム】

(1)研 究代表者の連絡先を登録
平成20年 度の応募にあたり、「基盤研究 (S)」及び 「若手研究 (S)」の研究代表者の連絡先

を登録することを追加しました。

(2)応 募情報の出力内容の変更
「基盤研究 (C)」及び 「若手研究 (A・ B)」の研究計画調書の前半部分 (応募情報)に つい

て、応募者が作成中の場合 (「確認完了コ提出処理」を行うまで)に は、「提出確認用」のすかし

文字が出力されるよう変更しました。
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作成及び提出に当たって留意する事項

(1)研 究計画調書の作成に当たっては、「応募情報 (Web入 力項目)作 成 日入力要領」及び各研

究種目の 「研究計画調書作成 ・記入要領」をよく読んで、記入漏れ等のないよう十分注意すると

ともに、公募要領を参考にしてください。

(2)細 目の選定に当たっては、次の場合に分割番号を選択する必要があるので注意してください。
・「総合 ,新領域系」の一部の細目 (基盤研究、萌芽研究、若手研究)
。「基盤研究 (C)」の一部の細目

(3)「 研究業績」欄に、学術誌への投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限

ります。

(4)「 基盤研究 (C)」及び 「若手研究 (A・ B)」 の研究計画調害については、昨年同様前半部分

(応募情報)と 後半部分 (応募内容ファイル)を それぞれ両面印刷して、後半部分は先頭ペー

ジがおもて面となるように作成し、紙媒体で提出してください。

(5)研 究計画調書は概ね5ヶ 月 (11月 受付時から3月 の審査会)以 上の長期にわたって使用さ

れるので、左側をしつかりとのり付けしてください。(提出後に一部分が剥がれて無くなつてし

まっても責任を負えません。)

(6)例 年、提出された研究計画調書の中に、裏面が自紙のものや、表と裏が逆に貼り付けてある

もの、また、他の研究課題の応募内容が添付されているものが見受けられますが、そのままの状

態で審査に付されますので、十分注意してください。

(7)研 究計画調書は審査資料ですので、極端に小さい字、行間、字間の狭いものなど、読みづら

いものは避けてください。

(8)応 募情報を出力 (印刷)し た研究計画調書の前半部分に修正 (PDFフ ァイルの改変 '印刷

後の修正液の使用等)を 加えることはできません。(「基盤研究 (C)」及び 「若手研究 (A・ B)

については、「提出確認用」と記載された応募情報を日本学術振興会に提出することはできませ

ん。)

(9)科 学研究費補助金 (基盤研究等)の 「評価ルール」については、 10月 上旬頃に日本学術振

興会のホームページにおいて最新版を公開する予定ですので参考にしてください。

(10)平 成 20年 度公募について、文部科学省及び日本学術振興会ホームページ上に研究計画調

書の応募内容ファイルを、関係通知と併せて掲載しています。

研究計画調書の応募内容ファイルの作成に当たっては、ホームページから応募内容ファイルの

様式をダウンロー ドして作成してください。

※文部科学省ホームページ
httpプ肺 コmext口gO・jp/宅menu/shinkou/httyO/main5、a5,h血

※日本学術振興会 (」SPS)ホ ームページ

h晩)プ/httW・jsps.go.jp右‐grantSinaid/index.html

t守軸サ



研究計画調書の作成等につしヽての補足事項

【応募情報(Web入 力項目)関係】

1。 「開示希望の有無」欄について、審査結果の開示希望者には、研究機関を通じて親展により本人に

対してのみ通知します。

2.「 研究組織表」欄について、研究分担者及び連携研究者は、研究代表者と艶 り、研究者番号を入

力しても氏名・所属等は自動表示されませんので、全項目を正しく入力してください。研究者番号を持

つていない場合は研究分担者及び連携研究者となることはできません。

なお、研究分担者を組織ヤ勤日える場合は、事前に「研究分担者承諾書」(「公募要領」8ページ参照)

を徴収してください。

3.最 終的な「応象情報(Web入 力項目)」のファイルを出力する際には、必ず「確認完了・提出」ボタン

をクリックしてください。PDF形 式のファイルがダウンロードできても、「確認完了・提出」ボタンをクリッ

クしていない限り、「電子申請システム」上では「未提出」という状態になっています。

4.一 旦「確認完了・提出」ボタンを押すと応募者側で修正ができなくなります。修正する場合には事務

担当者が「却下」ボタンを押して、応募者が修正できる状態にした上で行うことになります。なお、版数

は「0版」から始まり、応募者が「確認完了・提出」ボタンを押すたびに版数が上がりますので「0版」とい

うことは応募者がまだ、「確認完了・提出」ボタンを押していない段階ということになります。

5。 「電子申請システム」は、長時間操作が行われない場合、インターネットからの接続を自動的に切断

します。その際、それまで入力していたデータが消えてしまう可能性がありますので、入力が長時間に

わたる場合は、「一時保れ によリデータをこまめに保存してください。

6.紙 媒体により提出する曇盤研究(C)及び若手研究(A・B)では、「電子申請システム」へ入力した内

容と、印刷した「応募情報(Web入 力項目)」の内容は必ず一致するようにしてください。例えば、
・「応募情報ファイル」を印刷した後に「電子申請システム」で修正入力を行つたが、修正版の印刷

を行わなかった。
・「電子申請システム」への入力を行わず、印刷した「応募情報(Web入 力項目)」に手署きで修正を

カロえた。

といったことがないよう注意してください。

〔「9)



【応募内容ファイル作成関係】

7.「 人権の保護及び法令等の道守への対応」欄には、該当する研究課題を応募される場合は必ず記

入してください。また、該当しない場合であつ乱 必ずその旨を記入するようにしてください。本欄が空

欄になっていると審査に支障をきたします。

8. 種目男IJ留意事項

研究種目毎の作成・記入要領とあわせて、以下の事項につきましてもご留意頂いた上で作成してく

ださい。

<特 定領域研究>

特定領域研究の研究計画調書は、モノクロ印刷により出力した上で審査に付されます。カラー図表

等を挿入することは差し支えありませんが、モノクロ印刷されることを想定した上で挿入するようにして

ください。(特定領域研究及び萌芽研究以外の完全電子申請種目はカラー印刷で出力し、審査に付

されます。)

<基艶顕研究(S)>

基盤研究(S)の他、基盤研究(A)に当該応募研究課題と関連する研究課題を応募している場合に

は到達目標等の相違′点を、また、関連のない研究課題を応募している場合には研究内容等の相違′点

を、基盤S-1「 研究目的」欄に記入することとなつています。該当者は必ず記入するようにしてくださ

い 。

基盤S-12「 研究者調書」に記載できる研究業績等は、最近5カ年間のものに限定されていません

のでご注意ください。また、「研究者調書」は研究代表者及び研究分担者について必要となりますの

で、研究組織欄に記入した順番で作成してください。なお、連携研究者分については作成する必要

はありません。

<瑚    (A,B)(報 )、数    (C)>

基盤研究(A,B)(一 般)及び基盤研究(C)の記載項目については基本的に共通です。ただし、「研

究計画・方法」欄及び「研究業績」欄の分量が種目によりぢ翌員りますのでご注意ください。

また、紙媒体での提出となる基盤研究(C)について、研究計画調書は向由印刷で作成してください。

その際、                  の ページにおいて、必ず右側のページになるよう

作成してください。

<基 盤研究(A・B)(海外)>

基盤A・B館 芳卜)-3「研究計画・方法」欄には、調査研究実施国・地域及び旅行経路について必ず

記入することとなつています。

基盤A・B(海外)-7及 び8「重複応募」欄には、同一年度内に審査区分「一般」及び「海外学術調

く旨1)



査」の両方に新規の研究課題として応募する、もしくは平成20年度において審査区分「一般」の継続

課題を有する者が「海外学術調査」の新規課題を応募する等の重複応募に該当する場合に必ず記入

してください。

<萌 芽研究>

萌芽-1「研究目的」欄には、当該研究が、新しい原理の発見や斬新な着想や方法論の提案を行う

ものである点、又は領域を越えた新しい研究手法や革新的な機器などの開発を行うものである点等に

ついても記入することとなっています。

萌芽研究の研究計画調書は、モノクロ印刷により出力した上で審査に付されます。カラー図表等を

挿入することは差し支えありませんが、モノクロ印刷されることを想定した上で挿入するようにしてくだ

さい。(特定領域研究及び萌芽研究以外の完全電子申請種目はカラー印刷で出力し、審査に付され

ます。)

<若 手研究(S)>

基盤研究(S)同様、他の研究種目に当該応募研究課題と関連する研究課題を応募している場合に

は到達目標等の相違″点を、関連のない研究課題を応募している場合には研究内容等の相違点を「研

究目的」欄に記入することとなっていますので、該当者は必ず記入してください。

また、若手(S)-7の 「研究業績」欄についも 、基盤研究(S)同様、最近5カ年間のものに限定され

ておりません。

<塔門朝飛究(A・B)>

若手仏・B)-5は 若手研究(A)に応募する場合のみ記入してください。若手研究(B)に応募する

場合は、空欄のままで結構です。

若手(A・B)-6の 「研究業績」欄については、基盤研究(S)及び若手研究(S)同様、最近5カ年間

のものに限症されておりません。

また、本種目は基盤研究(C)同様紙媒体での提出となりますので、両面印刷とページ調整にご留

意ください。

【その他】

9.電 子申請システムによって入力された研究計画調書のデータは来年8月末で消去する予定ですの

で、必要に応じて各機関で保存等行つてください。

10.研 究計画調書を紙媒体で提出する研究種目においては、提出部数の確認を入念にお願い致しま

す。特に例年、基盤研究(C)の「時限付き分科細目」に6部で提出されてくるものが多数ありますが、

「時限健 分科細目」の提出部数は9部となっていますのでご注意ください。

く、S工)



別 表

倫
疎
切
）

「特別推進研究」の研究代表者 に関す る重複応募 の制限

1,同 一研究者が、研究代表者又は研究分担者として応募できる 「特別推進研究」の研究課題は、新規 口継続を問わず、 1件に限る。

2.上 記 「1」に加え、新規に研究代表者として応募しようとする者及び継続の研究代表者 (A欄)に は、B欄の研究種目との間で、次表の重複
応募の制限が課される。

注 1.代 表者として応募する 「特別推進研究」と、 「成果取りまとめ課題」との間で、重複応募の制限は課されない。

注2.表 の見方

「X」 :A欄 、日欄の応募研究課題とも審査に付されない

r△」 :A欄 の 「特別推進研究」の応募研究課題のみ審査に付される

「▲」 :B欄 の 「特別推進研究」又は 「若手研究 (S)」 の応募研究課題のみ審査に付される

「■」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されるが、A欄 の 「特別推進研究」の応募研究課題が採択された場合には、B欄の研究課題については次のとおりとする。

代表者 :当該研究課題の研究を実施してはならない

分担者 :当該研究課題の研究に加わつてはならない
「一」 :公 募要領に定めるルールにしたがえば、A欄 、B欄の重複応募はあり得ないなど、重複の状況により対応が異なる

BI闘

A欄

特別推進研究

特 定 領 域 研 究 基 盤 研 究

萌芽研究

若手研究
特別研究促進
費 (年複数回
応募)

学術
倉け成
研究費姫奨励費．卵

計 画 研 究
公募研究

総括班 支援班 卸登班 その他 ―般 海外学術調査 一般 海外学術調査

新規 継続 新規 継続 新規 継続 斬規 継続 1新 規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 燕
新
規
継
続
新
規
継
続
新
規
継
続 新規 継続 継続 新規 継統
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表
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者
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者
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者
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者
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者
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表
者
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担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者
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担
者

代
表
者
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者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担

者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表

者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

推
究
別
研
特
進

新規
代
表
者

▲ ▲ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ・
|・
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■IE ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ △ ▲ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

1継
続 △ △ △ ■ △ ■ △ ■

―|△ ■ △ ■ △ ■ △ ■ △ ■ △ ■ △ ■ △ ■ △ ■ △ △ △



別 表

（ヵメＴ）

「特別推進研究」の研究分担者 に関す る重複応募の制限

1.同 一研究者が、研究代表者又は研究分担者として応募できる 「特別推進研究」の研究課題は、新規 B継続を問わず、
1件に限る。

2,上 記 「1」に加え、新規に研究分担者として応募しようとする者及び継続の研究分担者 (A欄 )に は、B欄 の研究
種目との間で、次表の重複応募の制限が課される。

注 1口分担者として応募する 「特別推進研究」と、 「成果取りまとめ課題」、 「基盤研究」、 「萌芽研究」、 「若手研究」

及び 「特別研究促進費 (年複数回応募の試行)」 との間で、三複応募の制限は課されない。

注2.表 の見方

「空欄」 :A欄 、B櫛の応募研究課題とも審査に付される

「X」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されない

「△」 :A櫛 の 「特別推進研究」の応募研究課題のみ審査に付される

「▲」 :B欄 の応募研究課題のみ審査に付される

「■」 :A櫛 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されるが、A欄 の 「特別推進研究」の応募研究課題が採択された場合には、B欄 の研

究課題については次のとおりとする

代表者 :当該研究課題の研究を実施してはならない

分担者 :当該研究課題の研究に加わつてはならない
「一」 :公 募要領に定めるルールにしたがえば、A欄 、B欄の重複応募はあり得ないなど、重複の状況により対応が異なる

B欄

A欄

特別推進研究

特 定 領 域 研 究

学術創成
研究費

特別研究員奨励費

奨励研究

a t 画 研 究
公 募 研 究

綿括班 支援班 調整班 そ の  他

新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継縮 新規 継続 新規 継続 継続 新規 継続

代
表
者

分
担
者

代
表

者

分
担
者

代
表
者

分
担

者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担

者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

特別推
進研究

新規 分
担
者

▲ ▲ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

継続 △ △ △ △ △ ■ △ △
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別 表

「特定領域研究」の継続の研究領域の研究代表者に関する重複応募の制限

1.同 一研究者が、計画研究の研究代表者として応募できる研究領域数は、1件に限る (支援班に係る研究課題を除く。)。

2.継 続の研究領域の計画研究 (支援班に係る研究課題を除く。)の 研究代表者は、他の研究領域の研究課題 (支援班に係る研究課題を除く。)の 研究代表者
として応募してはならない。

3.同 一研究者が、同一研究領域に応募できる研究課題数は1件に限る (ただし、総括班、支援班及び調整班に係る研究課題を除く。)。 この場合、計画研究
であるか、公募研究であるか、研究代表者であるか、研究分担者であるかを問わない。

4.上 記 「1～ 3」 に加え、継続の研究領域の新規課題に研究代表者として応募しようとする者及び継続課題の研究代表者 (A欄 )に は、B欄 の研究種目との
間で、次表の重複応募の制限が課される。

注 1.継 続の研究領域に、代表者として応募する計画研究 ・公募研究と、 「基盤研究」、 「萌芽研究」、 「若手研究 (S,A・ B)」 及び r特別研究促進費 (年複数回応募の試行)」 との間で、

重複応募の制限は課されない。

注 2.表 の見方

「空欄J :A欄 、B欄 の応募研究操題とも審査に付される

「X」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されない

「△」 :A欄 の応募研究課題のみ審査に付される

「▲J  :B欄 の応募研究課題のみ審査に付される

「□」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されるが、B欄 の 「特別推進研究」の応募研究課題が採択された場合には、A欄 の 「特定領域研究」の研究課題の研究を

実施してはならない

「■」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されるが、A欄 の 「特定領域研究」の研究課題が採択された場合には、B欄 の 「着手研究スタートアッフ
・
」の研究課題の研究を

実施してはならない。
「―」 :公 募要領に定めるルールにしたがえば、A欄 、B欄 の重複応募はあり得ないなど、重複の状況により対応が異なる

B欄

A欄

特 定 領 域 研 究

特別推進研究
着手研究
滞キアリフ
・ 挙術創成
研究費

特別研究員奨励費

奨励研究

A欄 と同一の研究領域 左8B以外の研究領城

計 画 研 究
    |

l l 画 研 究
公募研究

絡括班   1  支 援班   1  調 整販   |   そ の他   | 紛括「I 支援班 闘霊班 その他

新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継統 新規 催続 新規 継親 継続 新規 継続

代
表
者

分
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者

代
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者

分
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者

代
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分
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代
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者

分
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者

分
担
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代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

計
画
研
究

継
続
の
研
究
領
均

新規

代
　
表
　
者

継続 △ △ △ △ △ □ □ △ △

新規 □ □ ▲ ▲ ■

継筋 □ □

帥コ
新規 ▲ □ □ ▲ ▲ ■

継続 △ △ △ △ □ □

その他
新規 ▲ ▲ ▲ ▲ ロ □ ▲ ▲ ■

継航 △ △ △ △ △ △ △ □ ロ

l a募研究
新規 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ □ □ ▲ ▲ ■

継続 □ □



別 表

（拓
Ｃ）

「特定領域研究」の継続の研究領域の研究分担者に関する重複応募の制限

1.同 一研究者が、同一研究領域に応募できる研究課題数は1件に限る (ただし、総括班、支援班、及び調整班に係る研究課題を除く。)。この場合、
計画研究であるか、公募研究であるか、研究代表者であるか、研究分担者であるかを問わない。

2.上 記 「1」に加え、継続の研究領域の新規課題に研究分担者として応募しようとする者及び継続課題の研究分担者 (A欄)に は、B欄 の研究種目
との間で、次表の重複応募の制限が課される。

注 1.継 続の研究領域に、分担者として応募する計画研究 ・公募研究と、 「基盤研究」、 「萌芽研究」、 「着手研究」及び 「特別研究促進費 (年複数回応募の試行)」 との間で、

重複応募の制限は課されない。

注2.表 の見方

「空欄」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付される

「X」 :A欄 、B欄 の応募研究課題とも審査に付されない

「△」 :A欄 の応募研究課題のみ審査に付される

「▲」 :B欄 の応募研究課題のみ審査に付される

「□」 iA欄 、日欄の応募研究課題とも審査に付されるが、B櫛の 「特別推進研究」の応募研究課題が採択された場合には、A櫛 の 「特定領域研究」

の研究課題の研究に加わってはならない

「一」 :公 募要領に定めるルールにしたがえば、A欄 、B欄 の重複応募はあり得ないなど、三複の状況により対応が異なる

B欄

A井聞

特 定 領 域 研 究

特別推進研究
特別研究員奨励
費 ・奨励研究

A欄 と同一の研究領域 左配以外の研究領域

計 画 研 究
公 募 研 究

計 画  研   究
公 募 研 究

給括班 支援班 調整班 その他 紛括班 支援班 調整班 その他

新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続
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代
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代
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分
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代
表
者
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代
表
者

分
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者

継
続
の
研
究
領
域

計
画
研
究

総括班
新規

分
　
担
　
者

継続 □

支援班
新規 ロ 回

継続 | □

調整班
新規 □ □ □ □

継続 △ △ △ △ □ □

その他
新規 ▲ ▲ □ □

継続 △ △ △ △ □

公募研究
新規 ▲ ▲ ▲ ▲ □ □

継続 □



（
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別表

重 複 応 募 の 制 限 一 覧 表

表の見方 : A欄 の研究種目の研究課題を新規に1課題応募しようとする者が、更にB欄の研究種目にも1課題 (継続研究課題を含む)応 募しようとする場合における、当該2課題の研究課題の取り扱い。

空白 :双方の応募課題とも審査に付される   X:双 方の応募課題とも審査に付されない    △ :A欄 の研究種目の応募課題が審査に付されない

口 :双方の応募課題とも審査に付されるが、双方採択となつた場合には、ルールで定められた一方の応募課題の研究のみ実施する

※ :原則として重複応募は認めない (明らかに異なる2つの研究を同一年度内に行う必要がある場合を除く。)

(注 1)「 基盤研究」、 「萌芽研究」及び 「者手研究」には募する者は、 「奨励研究Jに 応募することはできません。

(注2)日 本学術振興会の 「特別研究員」及び 「外国人特別研究員」は、今回公募する研究檀目には応募することはできません。

(注3)「 基盤研究」、 「萌芽研究」及び 「着手研究」と、 「特定領域研究」との間では■複応募の制限はありません。

(注4)平 成 19年 度に特別研究促進費 (年植数回応募)と して採択された研究課題は、平成 20年 度以降は、基盤研究 (C)の 経続研究凛rBと して取 り扱います。

特別推進研究 基盤研究S
基盤研究A 基盤研究 B 基盤研究C

萌芽研究 着手研究 S 着手研究 A 着手研究 B
辞
職
，・トァ‐プ

学術創
成研究
費

股 海外学 冊調 査 一
般 海 本 勝調:

―
般

新規 継 新規 継 続 新 規 継 続 断規 継欄 新頬 催綱 新断 魯と漸

代
表
者

分
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者

代
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代
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者
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代
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者

分
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者

代
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者

分
担
者

代
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者

分
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者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分
担
者

代
表
者

分

担

者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

代
表
者

分
担
者

基盤研究 S 新規

代表者 □ △ × △ □ △ □ △ × △ X △ × △ × △ X △ × △ □ △

分担者 □ △ △

基
盤
研
究

Ａ

―投 新規

代表者 □ △ □ △ X △ ※ ※ X △ ※ ※ × △ □ △ × △ × △ □ △

分担者 □ △

海
外
字
術
抑
査

新規

代表者 □ △ □ △ ※ ※ × △ ※ ※ × △ ※ ※ □ △ X △ X △ □ △

分担者 □ △

基
盤
研
究

Ｂ

一般 新規

代表者 □ △ × △ X △ ※ ※ X △ ※ ※ X △ □ △ × △ X △ □ △

分担者 □ △

海
外
学
術
師
〓

新規

代表者 □ △ × △ ※ ※ × △ ※ ※ X △ ※ ※ □ △ × △ X △ □ △

分担者 □ △

基
盤
研
究

ｃ

一般 新規

代表者 □ △ × △ X △ ※ ※ × △ ※ ※ × △ × △ □ △ × △ × △ □ △

分担者 □ △

萌芽研究 新規

代表者 □ △ X △ × △ □ △ × △ □

分担者 □ △

若手研究S 新規 代表者 △ △ × △ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ × △ □ □ □ □ □ △

着手研究A 新規 代表者 □ △ X △ × △ X △ X △ × △ X △ □ △ × △ × △ □ △

着手研究 B 新規 代表者 □ △ × △ X △ × △ × △ × △ × △ × △ □ △ X △ × △ □ △



様 式 C-11

平成  年   月   日

科学研究費補助金 ( 研究種目名を記入 )研 究分担者承諾書 (他機関用)

研究代表者所属 ・職 ・氏名

研究課題名

殿

標記研究課題について、研究代表者と協力しつつ研究計画の遂行について責任を持ち、当該研究課題
研究計画に参カロする研究分担者となることを承諾します。
また、科学研究費補助金の適正な使用に努め、標記研究課題の研究代表者又は研究分担者が、補助金
不正な使用を行つた場合には、交付申請の資格が停止されることを承知しています。

研究分担者の所属研究機関 ・部局 ・職 ・氏名

研究分担者の所属研究機関番号等

機 関 番 号 所属番号 職番号 研 究 者 番 号

印

(研究期間 平 成  年 度～平成  年 度)

注.1 所 属機関長の職 ・氏名 ・職印欄は、学部長、附置研究所等の部局の長が承諾書に関する権限を委任されているとき

は、これらの部局長の氏名 ・職印で差し支えありません。
2 同 一の研究課題について、同一の研究機関から複数の研究分担者が参加しようとする場合は、 「研究分担者の所属

研究機関 ・部局 ・職 ・氏名」欄及び 「研究分担者の所属研究機関番号等」欄に連記して差し支えありません。
3 研 究分担者は、内容を確認の上、氏名 ・研究者番号を必ず記入してください。

研究者番号の記入に当たつては、所属研究機関の事務局に問い合わせの上、研究者名簿等によりその研究者番号を

必ず確認してください。

本機関に所属する上記の者が標記研究課題について、研究代表者と協力しつつ研究計画の遂行について
責任を持ち、当該研究課題の研究計画に参力日する研究分担者となることを承諾します (上記の者は、科学
研究費補助金の公募要領に定める応募資格を有しています)。
また、当該研究分担者が研究代表者から配分された研究費の経理 ・管理について責任を持って適正に行
います。

研究分担者の所属研究機関長の職 ・氏名 ・職印

印

t鱗)



様 式 C-12

平成  年   月   日

科学研究費補助金 ( 研究種目名を記入 )研 究分担者承諾書 (同一機関用)

研究代表者所属 ・職 ・氏名

研究課題名

殿

標記研究課題について、研究代表者と協力しつつ研究計画の遂行について責任を持ち、当該研究課題
究計画に参加する研究分担者となることを承諾します (科学研究費補助金の公募要領に定める応募資格を
していることは、所属する研究機関に確認済みです)。
また、科学研究費補助金の適正な使用に努め、標記研究課題の研究代表者又は研究分担者が、補助金の

正な使用を行つた場合には、交付申請の資格が停止されることを承知しています。

研究分担者の所属部局 ・職 ・氏名

印

研究分担者の所属研究機関番号等

機 関 番 号 所属番号 職番号 研 究 者 番 号

(研究期間 平 成  年 度～平成  年 度)

注.1 科 学研究費補助金の公募要領に定める応募資格の有無について、必ず所属する研究機関に確認してください。

2 同 一の研究課題について、同一の研究機関から複数の研究分担者が参加しようとする場合は、 「研究分担者の所属

部局 ・職 ・氏名」欄及び 「研究分担者の所属研究機関番号等」に連記して差し支えありません。
3 研 究分担者は、内容を確認の上、氏名 ・研究者番号を必ず記入してください。

研究者番号の記入に当たつては、所属研究機関の事務局に問い合わせの上、研究者名簿等によりその研究者番号を

必ず確認してください。

(靖ノ


